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人員基準、施設及び設備基準、運営基準、介護報酬等の詳細は、 

「介護医療院の開設に向けたハンドブック（令和４年３月版）」 

(三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社発行) 

を参照してください。 
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【基準・解釈通知一覧】 

項目 種類 名称 凡例 

人員・

設備・

運営 

基準省令 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準 

（平成30年厚生労働省令第5号） 

 (※) 

施設基準

省令 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準 

（平成11年厚生省令第37号） 

 (※) 

居宅基準

省令 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準 

（平成18年厚生労働省令第35号）  

予防基準

(※) 

解釈通知 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準について 

 （平成30年老老発0322第1号） 

施設基準

解釈通知 

指定居宅サービス等及び指定介護予防サー

ビス等に関する基準について 

 （平成11年老企第25号） 

居宅基準

解釈通知 

介護 

報酬の

算定 

基準省令 指定施設サービス等に要する費用の額の算

定に関する基準 

（平成12年厚生省告示第21号） 

算定基準 

指定介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準 

 （平成 18 年厚生労働省告示第 127 号） 

予防算定

基準 

解釈通知 指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（短期入所サービス及び特定施

設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設

サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて（平成12年3月8老企第40号） 

算定基準

留意事項 

指定介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留

意事項について 

（平成 18年老計発 0317001・老振発

0317001・老老発 0317001） 

予防算定

基準留意

事項 

 

※指定基準は平成２５年度から熊本県又は熊本市の条例で各々定められましたが、 

本冊子においては基準省令の条項で記載しています。 
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第１章 介護医療院とは 

 

◆介護保険法の定義 

第８条第２９号 

この法律において「介護医療院」とは、要介護者であって、主として長期にわた

り療養が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに

限る。以下この項において単に「要介護者」という。）に対し、施設サービス計画

に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、第百七

条第一項の都道府県知事の許可を受けたものをいい、「介護医療院サービス」とは、

介護医療院に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて行われる療養

上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並び

に日常生活上の世話をいう。 

 

◆基本方針 

施設基準省令第２条、第４４条 

１ 介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス計画に

基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、その者がその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければなら

ない。 

２ 介護医療院は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立って

介護医療院サービスの提供に努めなければならない。 

３ 介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重

視した運営を行い、市町村(特別区を含む。以下同じ。)、居宅介護支援事業者(居

宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。)、居宅サービス事業者(居宅サー

ビス事業を行う者をいう。第四十四条第二項において同じ。)、他の介護保険施

設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に

努めなければならない。 

４ （ユニット型）介護医療院は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講じなければならない。（令和６年３月３１日まで努力義務） 

５ （ユニット型）介護医療院は、介護医療院サービスを提供するに当たっては、

法第118条の2第1項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。（令和６年３月３１日まで努

力義務） 

 

（施設基準解釈通知第5-1）                ＜令和3年度：新設＞ 

１ 介護保険等関連情報の活用とＰＤＣＡサイクルの推進について 

基準省令第2条第5項は、介護医療院サービスの提供に当たっては、法第118条の2第1項に規
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定する介護保険等関連情報等を活用し、施設単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進するこ

とにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならないこととしたものである。 

この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term careInformation

 system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバック情報を活用する

ことが望ましい。 

         
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

人員基準、施設及び設備基準、運営基準については、 

 

「介護医療院の開設に向けたハンドブック（令和４年３月版）」 

(三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社発行) 

を参照してください。 

〇 人員に関する基準・・・・・「４章 人員に関する基準」             

〇 施設及び設備に関する基準・「３章 施設及び設備に関する基準」             

〇 運営に関する基準・・・・・「５章 運営に関する基準」    参照             
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第２章 施設基準省令等 

 

〇 用語の定義 

（施設基準解釈通知第3-10）                ＜令和3年度：改定＞ 

(1)「常勤換算方法」 

当該介護医療院の従業者の勤務延時間数を当該施設において常勤の従業員が勤務す

べき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32 時間を下回る場合は32 時間を基本とす

る。）で除することにより、当該施設の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算す

る方法をいうものである。 

この場合の勤務延時間数は、当該施設の介護医療院サービスに従事する勤務時間の

延べ数であり、例えば、当該施設が（介護予防）通所リハビリテーションの指定を重

複して受ける場合であって、ある従業者が介護医療院サービスと指定（介護予防）通

所リハビリテーションを兼務する場合、当該従業者の勤務延時間数には、介護医療院

サービスに係る勤務時間数だけを算入することとなるものであること。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭

和47 年法律第113 号）第13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」と

いう。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律（平成３年法律第76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第23 条第１項、同

条第３項又は同法第24 条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介

護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 時間

以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を

満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

(2)略 

(3)「常勤」 

当該介護医療院における勤務時間が、当該施設において定められている常勤の従業

者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を

基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、母性健康管理措置又は

育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、

入所者の処遇に支障がない体制が施設として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とする。 

当該施設に併設される事業所の職務であって、当該施設の職務と同時並行的に行わ

れることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間数の

合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすもので

あることとする。例えば、介護医療院、指定（介護予防）通所リハビリテーション事

業所及び指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所が併設されている場合、介

護医療院の管理者、指定（介護予防）通所リハビリテーション事業所の管理者及び指

定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所の管理者を兼務している者は、その勤

務時間数の合計が所定の時間数に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭

和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」

という。）、同条第2号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第23
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条第2項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第24条第1項（第2号に係る部分

に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる

措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、

当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者

の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

(4)(5)略 

【問】人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休

業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非 常勤職員を常勤

換算することで、人員配置基準を満たすことを認めるとあるが、「同等の資質を有する」

かについてどのように判断するのか。 

【答】介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の

離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。 

 ＜常勤の計算＞ 

 ・育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法による介護

の短時間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時間の短

縮等を利用する場合についても、 30 時間以上の勤務で、常勤扱いとする。 

 ＜常勤換算の計算＞ 

 ・職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての勤務時間

の短縮等を利用する場 合、週 3 0 時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。 

 ＜同等の資質を有する者の特例＞ 

 ・「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業 、 育児休業に

準ずる休業 、母性健康管理措置としての休業 を取得した場合に、同等の資質を有する複

数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認める 。 

 ・なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満たしてい

た、勤続年数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件として定められた資質

を満たすことである。 

令和 3年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ（Vol.1）（令和 3年 3月 19日） 

 

○ 従業者の員数 

施設基準省令第 4条第 1 項第 6号               ＜令和 3年度：改定＞ 

６ 栄養士又は管理栄養士 入所定員100以上の介護医療院にあっては、1以上 

         

○ 従業者の員数 

施設基準省令第 4条第 4 項                  ＜令和 3年度：改定＞ 

４ 介護医療院の従業者は、専ら当該介護医療院の職務に従事する者でなければならな

い。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。 

問87 今回の基準省令改正により、 

・介護保険施設の従来型とユニット型を併設する場合に、介護・看護職員が兼務すること 

・広域型特別養護老人ホーム又は介護老人保健施設と小規模多機能型居宅介護事業所を併

設する場合に、管理者・介護職員が兼務すること 

・本体施設が（地域密着型）特別養護老人ホームである場合に、サテライト型居住施設に

生活相談員を置かないこと 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000084502.pdf
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・地域密着型特別養護老人ホーム（サテライト型を除く）において、栄養士を置かないこと 

・施設系サービス及び短期入所系サービスにおける個室ユニット型施設を１ユニットの定

員が15人を超えない範囲で整備すること 

が可能となったが、運営に当たって留意すべき点は何か。 

（答） 

今回の基準省令改正に伴い、併設施設の職員の兼務等を認める場合にあっても、以下の点

に十分留意いただきたい。 

－ 食事、入浴、排せつ等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与その他の日常

生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者がその

有する能力に応じて自立し、尊厳ある日常生活を営むことができるよう、十分な数の職

員が確保され、ケアの質が担保されていること 

－ 職員の休憩時間の確保や有給休暇の取得など労務管理が適切になされるために十分

な数の職員を確保し、シフトを組むことによって、一人の職員に過度な負担がかからな

いよう配慮されていること 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

問27 医師の勤務時間の取扱いについて、併設の通所リハビリテーション事業所等のリハビ

リテーション会議に参加している時間や、リハビリテーションマネジメント加算(Ａ)又は

(Ｂ)を取得している場合であって、医師が通所リハビリテーション計画等について本人又

は家族に対する説明等に要する時間については、病院、診療所及び介護老人保健施設、介

護医療院の医師の人員基準の算定外となるのか。 

（答） 

人員基準の算定に含めることとする。 

※ 平成27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.1）（平成27年4月1日）問94の修正。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和3年3月23日） 

 

〇 厚生労働省令で定める施設 

 施設基準省令第 5条第 2項第 2号ハ、第 45条第 2項 2号ハ    ＜令和 3年度：新設＞ 

ハ 臨床検査施設において検体検査を実施する場合にあっては、医療法施行規則（昭和

23年厚生省令第50号）第9条の7から第9条の7の3までの規定を準用する。 

 

○ 厚生労働省令で定める施設 

施設基準省令第 45条第 2項第 1号イ(2)            ＜令和 3年度：改定＞ 

（２）療養室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、一のユニットの入居者の定員は、原則として

おおむね10人以下とし、15人を超えないものとする。 

 施設基準解釈通知第 6-3(4)③                

③ ユニットの入居定員 

ユニット型介護医療院は、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的

な日常生活を営むことを支援するものであることから、１のユニットの入居定員は、おおむ

ね10人以下とすることを原則とする。 

ただし、各ユニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営む

ことを支援するのに支障がないと認められる場合には、入居者の定員が15人までのユニット

も認める。 



- 8 - 
 

〇 厚生労働省令で定める施設  

施設基準省令第 45条第 2項第 1号イ(3)            ＜令和 3年度：改定＞ 

（３）一の療養室の床面積等は、10.65平方メートル以上とすること。ただし、⑴ただ

し書の場合にあっては、21.3平方メートル以上とすること。 

施設基準解釈通知第 6-3⑤                            

⑤ 療養室の面積等 

ユニット型介護医療院では、居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常

の生活の中でケアを行うため、入居者は長年使い慣れた箪笥（たんす）などの家具を持ち

込むことを想定しており、療養室は次のいずれかに分類される。 

イ （略） 

ロ ユニット型個室的多床室（経過措置） 

令和3年4月1日に現に存するユニット型介護医療院（基本的な設備が完成しているも

のを含み、令和3年4月1日以降に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）に

おいて、ユニットに属さない療養室を改修してユニットが造られている場合であり、床

面積が、10.65 平方メートル以上（療養室内に洗面所が設けられているときはその面積

を含み、療養室内に便所が設けられているときはその面積を除く。）であるもの。この

場合にあっては、入居者同士の視線が遮断され、入居者のプライバシーが十分に確保さ

れていれば、天井と壁との間に一定の隙間が生じていても差し支えない。（以下、略） 

 

介護医療院サービスの取扱方針  

施設基準省令第 16条第 6項第 1号、第 47条第 8項第 1号    ＜令和 3年度：改定＞ 

１ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。）を三月に1回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

施設基準解釈通知第 5-11(3)                   

（３）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（第6項第1号）同条第6項第1

号の「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」（以下「身体的拘束適正

化検討委員会」という。）とは、身体的拘束の適正化のための対策を検討する委員会で

あり、幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、

支援相談員）により構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに

、専任の身体的拘束適正化対応策を担当する者を決めておくことが必要である。 

なお、身体的拘束適正化検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独立して設置・運

営することが必要であるが、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認めら

れる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支え

ない。身体的拘束適正化検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい。

また、身体的拘束適正化検討委員会には、第三者や専門家を活用することが望ましく、そ

の方策として、精神科専門医等の専門医の活用等が考えられる。 

また、身体的拘束適正化検討委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介

したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができる

ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 
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介護医療院が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束適正

化について、施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決し

て従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

①～⑥ （略） 

 

○ 施設サービス計画の作成   

施設基準省令第 17条第 6項、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）     ＜令和 3年度：改定＞ 

６ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議（入所者に対する介護医療院サー

ビスの提供に当たる他の担当者（以下この条において「担当者」という。）を招集し

て行う会議（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、入

所者又はその家族（以下この項において「入所者等」という。）が参加する場合にあ

っては、テレビ電話装置等の活用について当該入所者等の同意を得なければならない

。）をいう。第11項において同じ。）の開催、担当者に対する照会等により、当該施

設サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求め

るものとする。 

施設基準解釈通知第5-12-(5)(6)                 

（５）施設サービス計画原案の作成（第５項） 

計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画が入所者の生活の質に直接影響する重要

なものであることを十分に認識し、施設サービス計画原案を作成しなければならない。し

たがって、施設サービス計画原案は、入所者の希望及び入所者についてのアセスメントの

結果による専門的見地並びに介護医療院の医師の治療方針に基づき、入所者の家族の希望

を勘案した上で、実現可能なものとする必要がある。 

また、当該施設サービス計画原案には、入所者及びその家族の生活に対する意向及び総

合的な援助の方針並びに生活全般の解決すべき課題に加え、各種サービス（医療、リハビ

リテーション、看護、介護、食事等）に係る目標を具体的に設定し記載する必要がある。

さらに提供される施設サービスについて、その長期的な目標及びそれを達成するための短

期的な目標並びにそれらの達成時期等を明確に盛り込み、当該達成時期には施設サービス

計画及び提供したサービスの評価を行い得るようにすることが重要である。 

なお、ここでいう介護医療院サービスの内容には、当該介護医療院の行事及び日課を含

むものである。 

施設サービス計画の作成にあたっては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケ

アの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意思を尊重 した医

療・ケアが実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必要な情 報の共有等

に努めること。 

（６）サービス担当者会議等による専門的意見の聴取（第６項） 

計画担当介護支援専門員は、効果的かつ実現可能な質の高い施設サービス計画とするた

め、施設サービスの目標を達成するために、具体的なサービスの内容として何ができるか

などについて、施設サービス計画原案に位置付けた施設サービスの担当者からなるサービ

ス担当者会議の開催又は当該担当者への照会等により、専門的な見地からの意見を求め調

整を図ることが重要である。なお、計画担当介護支援専門員は、入所者の状態を分析し、複

数職種間で直接に意見調整を行う必要の有無について十分見極める必要があるものである。 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただ
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し、入所者又はその家族（以下この⑹において「入所者等」という。）が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用について当該入所者等の同意を得なければならない。

なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、同項で定める他の担当者とは、医師、薬剤師、看護・介護職員、理学療法士等、

管理栄養士等の当該入所者の介護及び生活状況等に関係する者を指すものである。 

 

○ 栄養管理  

施設基準省令第 20条の 2、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）      ＜令和 3年度：新設＞ 

介護医療院は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

施設基準解釈通知第5-16                    

１６ 介護医療院の入所者に対する栄養管理について、令和3年度より栄養マネジメント加

算を廃止し、栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことを踏まえ、管理栄養

士が、入所者の栄養状態に応じて、計画的に行うべきことを定めたものである。ただし、栄

養士のみが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設に

ついては、併設施設や外部の管理栄養士の協力により行うこととする。 

栄養管理について、以下の手順により行うこととする。 

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、歯科医師、看護師、介

護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態に

も配慮した栄養ケア計画を作成すること。栄養ケア計画の作成に当たっては、施設サー

ビス計画との整合性を図ること。なお、栄養ケア計画に相当する内容を施設サービス計

画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができる

ものとすること。 

ロ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い、管理栄養士が栄養管理を行うとともに、入所者の

栄養状態を定期的に記録すること。 

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見

直すこと。 

ニ 栄養ケア・マネジメントの実務等については、「リハビリテーション・個別機能訓練

、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」（令和3年3月16日老認発0316第3号、老老発0316 第2号）第4において

示しているので、参考とされたい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和3年厚生労働省令第9号。以下「令和3年

改正省令」という。）附則第８条において、３年間の経過措置を設けており、令和6年3

月31日までの間は、努力義務とされている。 

 

〇 口腔衛生の管理  

施設基準省令第 20条の 3、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）      ＜令和 3年度：新設＞ 

介護医療院は、入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計

画的に行わなければならない。 
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施設基準解釈通知第5-17                     

介護医療院の入所者に対する口腔衛生の管理について、令和3年度より口腔衛生管理体制

加算を廃止し、基本サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔の健康状態に応じて、

以下の手順により計画的に行うべきことを定めたものである。 

⑴ 当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介

護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年2回以上行うこと。 

⑵ ⑴の技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔衛生の管理体

制に係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見直すこと。なお

、口腔衛生の管理体制に係る計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合

はその記載をもって口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることができるものとす

ること。 

イ 助言を行った歯科医師 

ロ 歯科医師からの助言の要点 

ハ 具体的方策 

ニ 当該施設における実施目標 

ホ 留意事項・特記事項 

⑶ 医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清掃等に係

る技術的助言及び指導又は⑵の計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯

科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和3年改正省令附則第9条において、3年間の経

過措置を設けており、令和6年3月31日までの間は、努力義務とされている。 

〇 看護及び医学的管理のもとにおける介護  

施設基準解釈通知第 5-18                   ＜令和 3年度：改定＞ 

看護及び医学的管理の下における介護 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 「介護医療院は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予防す

るための体制を整備しなければならない。」とは、褥瘡の予防に関わる施設における整備や

褥瘡に関する基礎的知識を持ち、日常的なケアにおいて介護職員等が配慮することにより、

褥瘡発生の予防効果を向上させることを想定している。例えば、次のようなことが考えられる。 

①・② （略） 

③ 医師、看護職員、介護職員、管理栄養士等からなる褥瘡対策チームを設置する。 

④・⑤ （略） 

また、施設外の専門家による相談、指導を積極的に活用することが望ましい。 

 

〇 食事の提供  

施設基準解釈通知第 5-19                   ＜令和 3年度：改定＞ 

⑴ 食事の提供について 

個々の入所者の栄養状態に応じて、摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養管理を

行うとともに、入所者の栄養状態、身体の状況並びに病状及び嗜好を定期的に把握し、そ

れに基づき計画的な食事の提供を行うこと。 

また、入所者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂等で行われるよう努めな

ければならないこと。 

⑵～⑹ （略） 
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⑺ 食事内容の検討について 

食事内容については、当該施設の医師又は栄養士若しくは管理栄養士を含む会議におい

て検討が加えられなければならないこと。 

 

○ 運営規程  

施設基準省令第 29条第 1項第 7号、第 51条第 8項       ＜令和 3年度：改定＞ 

介護医療院は、次に掲げる施設の運営についての重要第二十九条介護医療院は、次に

掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

１～６（略） 

７ 虐待の防止のための措置に関する事項 

８（略） 

施設基準解釈通知第 5-24                    

基準省令第29 条は、介護医療院の適正な運営及び入所者に対する適切な介護医療院サー

ビスの提供を確保するため、同条第1号から第8号までに掲げる事項を内容とする規程を定め

ることを義務づけたものであるが、特に次の点に留意すること。 

⑴ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、規程

を定めるに当たっては、基準省令第4条において置くべきとされている員数を満たす範囲

において、「○人以上」と記載することも差し支えない（基準省令第7条に規定する重要

事項を記した文書に記載する場合についても、同様とする。）。 

⑵ （略） 

⑶ 非常災害対策 

27 の非常災害に関する具体的計画を指すものであること。 

⑷ 虐待の防止のための措置に関する事項 

36 の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計

画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応

方法等を指す内容であること。 

⑸ その他施設の運営に関する重要事項 

 A・b（略） 
 

◆ 運営規程 

次に掲げる事業運営についての重要事項に関する規程(運営規程)を定めておかなければな

らない。 

一 施設の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 入所定員(Ⅰ型療養床に係る入所定員の数、Ⅱ型療養床に係る入所定員の数及びその合計

数をいう。) 

四 入所者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

五 施設の利用に当たっての留意事項 

六 非常災害対策 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他施設の運営に関する重要事項 

※虐待の防止に係る措置は、令和 6 年 3 月 31 日まで努力義務 
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○ 運営規程について 

問１ 令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、介護サービス事業所等

に義務づけられたものがあるが、これらについて運営規程においてはどのように扱うのか。 

（答） 

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場合は都道府県知事又は

市町村長に届け出ることとされているが、今般介護サービス事業所等に対し義務づけられ

たもののうち、経過措置が定められているものについては、当該期間においては、都道府

県知事等に届け出ることまで求めるものではないこと。 

・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期に取組を行うことが

望ましいものであることに留意すること。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.7）（令和3年4月21日） 

○ 運営基準における栄養管理 、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加算に

ついて 

問90 運営基準における栄養管理 、経口移行加算、経口維持加算、低栄養リスク改善加算の

算定にあたって歯科医師の関与や配置は必要か。 

（答） 

多職種共同で計画を立案する必要があるが、歯科医師の関与及び配置は必須ではなく、

必要に応じて行うものである。 

※平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ Vol１）（平成30年3月23日）問71の修正。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 

○ 勤務体制の確保  

施設基準省令第 30条第 3項、第 52条第 4項          ＜令和 3年度：改定＞ 

３ （ﾕﾆｯﾄ型）介護医療院は、従業者に対し、その資質の向上のために、その研修の機

会を確保しなければならない。その際、当該（ユニット型）介護医療院は、全ての従

業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

施設基準解釈通知第 5-25(4)                  

（４） 同条第3項後段は、当該介護医療院の従業者の資質の向上を図るため、研修機関が実

施する研修や当該施設内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものであ

ること。 

また、同項後段は、介護医療院に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じるこ

とを義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を

向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障

を実現していく観点から実施するものであること。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護

に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第3

項において規定されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修

修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研

修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科

医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄
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養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和3年改正省令附則第5条において、3年間

の経過措置を設けており、令和6年3月31日までの間は、努力義務とされている。介護医療

院は、令和6年3月31日までに医療・福祉関係資格を有さない全ての従業者に対し認知症介

護基礎研修を受講させるための必要な措置を講じなければならない。また、新卒採用、中

途採用を問わず、施設が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る

。）に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予期間を設けることとし

、採用後1年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させることとする（この場合に

ついても、令和6年3月31日までは努力義務で差し支えない）。 

 

○ 認知症介護基礎研修の義務づけについて 

問３ 養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講したが介護福祉士資格は有してい

ない者は、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答） 

養成施設については 卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体が認知

症に係る科目を受講していることが確認できることを条件として対象外とする。なお、福

祉系高校の卒業者については、認知症に係る教育内容が必修となっているため、卒業証明

書により 単に卒業が証明できれば対象外として差し支えない。 

問４ 認知症介護実践者研修の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答） 

認知症介護実践者 研修 、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修等の認

知症の介護等に係る研修を修了した者については、義務づけの対象外として差し支えない。 

問５ 認知症サポーター等養成講座の修了者については、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答） 

認知症サポーター等養成講座は、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温

かく見守り、支援する応援者を養成するものであるが、一方で、認知症介護基礎研修は認

知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実施す

る上での、基礎的な知識・技術及び理念を身につけるための研修であり、その目的・内容

が異なるため、認知症サポーター等養成講座修了者は、義務付けの対象外とはならない。 

問６ 人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わ

る可能性がない者についても、義務付けの対象となるのか 

（答） 

人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護に携わる

可能性がない者については、義務付けの対象外である。一方で、義務付けの趣旨を踏まえ

、認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しながら、本人主体の介護を実

施するためには、人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直

接介護に携わらない者であっても、当該研修を受講することを妨げるものではなく、各施

設において積極的に判断いただきたい。 

（問７～１０は記載を省略） 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 

○ 勤務体制の確保  

施設基準省令第 30条第 4項、第 52条第 5項          ＜令和 3年度：新設＞ 
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４ （ユニット型）介護医療院は、適切な介護医療院サービスの提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

施設基準解釈通知第 5-25(5)                   

（５）同条第4項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

（昭和47年法律第113号）第11条第1項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和41年法律第132号）第30条の2第1項の

規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメ

ント（以下「職場におけるハラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置

を講じることが義務づけられていることを踏まえ、規定したものである。事業主が講ず

べき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組については、次のとおり

とする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、入所者や

その家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因す

る問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年厚生労働省告示第

615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関

して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和2年厚生労働省告示第5号。以下「

パワーハラスメント指針」という。）において規定されているとおりであるが、特に留

意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならな

い旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口

をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務につい

ては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和

元年法律第24号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並び

に労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第30条の2第1項の規定によ

り、中小企業（資本金が3億円以下又は常時使用する従業員の数が300人以下の企業）は

、令和4年4月1日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされているが、適切な

勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努められたい。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラ

スメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組

の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配

慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させな

い等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の

状況に応じた取組）が規定されている。介護現場では特に、入所者又はその家族等から

のカスタマーハラスメントの防止が求められていることから、イ（事業主が講ずべき措

置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメン
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ト対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取

組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労

働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。（https://www.mhlw.go.jp/st

f/newpage_05120.html）加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用

した介護職員に対する悩み相談窓口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策

推進事業を実施している場合、事業主が行う各種研修の費用等について助成等を行って

いることから、事業主はこれらの活用も含め、施設におけるハラスメント対策を推進す

ることが望ましい。 

 

○ 勤務体制の確保  

施設基準解釈通知第 6-10-(3)                 ＜令和 3年度：新設＞ 

（３）令和 3年 4月 1 日以降に、入居定員が 10を超えるユニットを整備する場合において

は、令和 3年改正省令附則第 6条の経過措置に従い、夜勤時間帯（午後 10時から翌日の

午前 5時までを含めた連続する 16時間をいい、原則として施設ごとに設定するものとす

る。以下同じ。）を含めた介護職員及び看護職員の配置の実態を勘案し、次のとおり職

員を配置するよう努めるものとする。 

① 日勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

ユニットごとに常時１人の配置に加えて、当該ユニットにおいて日勤時間帯（夜勤時

間帯に含まれない連続する８時間をいい、原則として施設ごとに設定するものとする。

以下同じ。）に勤務する別の従業者の１日の勤務時間数の合計を 8で除して得た数が、

入居者の数が 10を超えて 1を増すごとに 0.1以上となるように介護職員又は看護職員

を配置するよう努めること。 

② 夜勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

2ユニットごとに 1人の配置に加えて、当該 2ユニットにおいて夜勤時間帯に勤務す

る別の従業者の１日の勤務時間数の合計を 16で除して得た数が、入居者の合計数が 20

を超えて 2又はその端数を増すごとに 0.1以上となるように介護職員又は看護職員を配

置するよう努めること。 

なお、基準省令第 52条第 2項第 1号及び第 2号に規定する職員配置に加えて介護職

員又は看護職員を配置することを努める時間については、日勤時間帯又は夜勤時間帯に

属していればいずれの時間でも構わず、連続する時間である必要はない。当該ユニット

において行われるケアの内容、入居者の状態等に応じて最も配置が必要である時間に充

てるよう努めること。 

 

〇業務継続計画の策定   

施設基準省令第 30条の 2、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）      ＜令和 3年度：新設＞ 

１ 介護医療院は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護医療院サ

ービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

２ 介護医療院は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 介護医療院は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする 
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施設基準解釈通知第 5-26                    

⑴ 基準省令第30条の2は、介護医療院は、感染症や災害が発生した場合にあっても、入所者

が継続して介護医療院サービスの提供を受けられるよう、介護医療院サービスの提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介護医療院に対

して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたも

のである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、基準省令第30条

の2に基づき施設に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り

組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加

できるようにすることが望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、令和3年改正省令附

則第3条において、3年間の経過措置を設けており、令和6年3月31日までの間は、努力義務

とされている。 

⑵ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については

、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライ

ン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照

されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目に

ついては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に

策定することを妨げるものではない。 

① 感染症に係る業務継続計画 

イ 平時からの備え(体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等) 

ロ 初動対応 

ハ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報

共有等） 

② 災害に係る業務継続計画 

イ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場

合の対策、必要品の備蓄等） 

ロ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ハ 他施設及び地域との連携 

⑶ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有すると

ともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年2回以上）な教育を開催するとと

もに、新規採用時には別に研修を実施すること。また、研修の実施内容についても記録す

ること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の

防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

⑷ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行

動できるよう、業務継続計画に基づき、施設内の役割分担の確認、感染症や災害が発生

した場合に実践するケアの演習等を定期的（年2回以上）に実施するものとする。なお、

感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練と一体的に実施することも差し支えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練に

ついては、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するも
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のを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

○ 非常災害対策 

施設基準省令第 32条第 2項、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）     ＜令和 3年度：新設＞ 

２ 介護医療院は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られる

よう連携に努めなければならない。 

施設基準解釈通知第 5-27(4)                   

（４） 同条第2項は、介護医療院の開設者が前項に規定する避難、救出その他の訓練の実施

に当たって、できるだけ地域住民の参加が得られるよう努めることとしたものであり、

日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得られる体

制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては、消防関係者の参加を促

し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 

 

○ 衛生管理等 

施設基準省令第 33条第 2項第 1号、3号、第 54 条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）＜令和 3年度：改定＞ 

１ 当該介護医療院における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を

おおむね三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の業

者に周知徹底を図ること。 

２ (略) 

３ 当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施す的に実施すること。 

施設基準解釈通知第 5-28                     

（２） 基準第33条第2項に規定する感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように講

ずるべき措置については、具体的には次の①から⑤までの取扱いとすること。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

委員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、幅広い職種（例えば、当該施設の管

理者、事務長、医師、看護職員、介護職員、栄養士又は管理栄養士、生活相談員）により

構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担

当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策

委員会は、入所者の状況など施設の状況に応じ、おおむね3月に1回以上、定期的に開催す

るとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際

、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、運営委員会など施設内の他の委員会と独立して設置・運営す

ることが必要であるが、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる

他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

感染対策担当者は看護師であることが望ましい。 

また、施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 
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② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針 

当該施設における「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針」には、平

常時の対策及び発生時の対応を規定する。平常時の対策としては、施設内の衛生管理（環

境の整備、排泄物の処理、血液・体液の処理等）、日常のケアにかかる感染対策（標準的

な予防策（例えば、血液・体液・分泌液・排泄物（便）などに触れるとき、傷や創傷皮膚

に触れるときどのようにするかなどの取り決め）、手洗いの基本、早期発見のための日常

の観察項目）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や

保健所、市町村における施設関係課等の関係機関との連携、医療処置、行政への報告等が

想定される。また、発生時における施設内の連絡体制や前記の関係機関への連絡体制を整

備し、明記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引

き」を参照されたい。 

③ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修 

介護職員その他の従業者に対する「感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための

研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該

施設における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該施設が指針に基づいた研修プログラ

ムを作成し、定期的な教育（年2回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず感染

対策研修を実施することが重要である。また、調理や清掃などの業務を委託する場合には

、委託を受けて行う者に対しても、施設の指針が周知されるようにする必要がある。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、厚生労働

省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど

、施設内での研修で差し支えない。 

④ 感染症の予防及びまん延の防止のための訓練 

平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミ

ュレーション）を定期的（年2回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染

症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づ

き、施設内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施するものと

する。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するも

のを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和3年改正省令附則第11条において、3年間

の経過措置を設けており、令和6年3月31日までの間は、努力義務とされている。 

⑤（略） 

 

 

〇 掲示 

施設基準省令第 35条第 2項、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）     ＜令和 3年度：新設＞ 

２ 介護医療院は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護医療院に備え付け、

かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示

に代えることができる。 

施設基準解釈通知第 5-30                    

（１）基準省令第35条第1項は、介護医療院は、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、事
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故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の入

所申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を介護医療院の見やすい場

所に掲示することを規定したものであるが、次に掲げる点に留意する必要がある。 

① 施設の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの入所申込者、入所者又

はその家族に対して見やすい場所のことであること。 

② 従業者の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨

であり、従業者の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

（２）同条第2項は、重要事項を記載したファイル等を介護サービスの入所申込者、入所者

又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該介護医療院内に備え付けることで同条第1

項の掲示に代えることができることを規定したものである。 

 

〇 事故発生の防止のための委員会 

施設基準省令第 40条第 1項第 3号、4号、第 54 条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）＜令和 3年度：改定＞ 

３ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

４ 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

施設基準解釈通知第 5-35                   

①、②（略） 

③ 事故発生の防止のための委員会 

介護医療院における「事故発生の防止のための検討委員会」（以下「事故防止検討委員

会」という。）は、介護事故発生の防止及び再発防止のための対策を検討する委員会であ

り、幅広い職種（例えば、当該施設の管理者、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活

相談員）により構成し、構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすることが必要である。 

事故防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この

際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を遵守すること。 

なお、事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独立して設置・運営するこ

とが必要であるが、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の

会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。事

故防止検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい。 

また、事故防止検討委員会に施設外の安全対策の専門家を委員として積極的に活用する

ことが望ましい。 

⑤ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者 

介護医療院における事故発を防止するための体制として、①から④までに掲げる措置を

適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、事故

防止検討委員会の安全対策を担当する者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

 

○ 虐待の防止 

 施設基準省令第 40条の 2、第 54条（ﾕﾆｯﾄ型に準用）      ＜令和 3年度：新設＞ 

介護医療院は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講

じなければならない。 
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一 当該介護医療院における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その

結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該介護医療院における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 当該介護医療院において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

施設基準解釈通知第 5-36                    

基準省令第40条の2は虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法

の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能

性が極めて高く、介護医療院は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐

待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止

、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17年法律第124号。以下「高齢者虐

待防止法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、入所者の尊厳の

保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じる

ものとする。 

・虐待の未然防止 

介護医療院は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス

提供にあたる必要があり、第2条の基本方針に位置付けられているとおり、研修等を通

じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防

止法等に規定する養介護施設の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解してい

ることも重要である。 

・虐待等の早期発見 

介護医療院の従業者は、虐待等を発見しやすい立場にあることから、虐待等を早期に

発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）

がとられていることが望ましい。また、入所者及びその家族からの虐待等に係る相談、

入所者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、介護医療

院は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に

協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発

を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和3年改正省令附則第2条において、3年間の

経過措置を設けており、令和6年3月31日までの間は、努力義務とされている。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。

）は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に

防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成

メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である

。また、施設外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであ

ることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限
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られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認

められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し

支えない。また、施設に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等

により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その

際、そこで得た結果（施設における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業

者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるため

の方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に

関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

② 虐待の防止のための指針 

介護医療院が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこ

ととする。 

イ 施設における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的

内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該介護医療院における指針

に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該介護医療院が指針に基づいた研修プ

ログラムを作成し、定期的な研修（年2回以上）を実施するとともに、新規採用時には必

ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、施設内で

の研修で差し支えない。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者 
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介護医療院における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適

切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防

止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

 

〇 記録の整備 

 施設基準解釈通知第 5-38                  ＜令和 3年度：改定＞ 

基準省令第42条第2項は、介護医療院が同項各号に規定する記録を整備し、2年間保存（注

 熊本県条例で5年間保存）しなければならないこととしたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の入所者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の

施設への入所、入所者の死亡、入所者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を

指すものとする。 

また、介護医療院サービスの提供に関する記録には診療録が含まれるものであること（た

だし、診療録については、医師法第24条第2項の規定により、5年間保存しなければならない

ものであること）。 

 

〇 電磁的記録等 

 施設基準省令第 55条                    ＜令和 3年度：新設＞ 

１ 介護医療院及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この

省令の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想

定されるもの（第10条第1項（第54条において準用する場合を含む。）及び第13条第

1項（第54条において準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）

については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる

。 

２ 介護医療院及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの

（以下「交付等」という。）のうち、この省令の規定において書面で行うことが規

定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識

することができない方法をいう。）によることができる。 

〇 施設基準解釈通知第 6（雑則）              

１ 電磁的記録について 

基準省令第55条第1項は、介護医療院及び介護医療院サービスの提供に当たる者（以下

「施設等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、施設等は、この省令

で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的

記録により行うことができることとしたものである。 

⑴ 電磁的記録による作成は、施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

⑵ 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

① 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又

は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 
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② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を事業

者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調

製するファイルにより保存する方法 

⑶ その他、基準省令第55条第1項において電磁的記録により行うことができるとされてい

るものは、⑴及び⑵に準じた方法によること。 

⑷ また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び厚生労働省「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

２ 電磁的方法について 

基準省令第55条第2項は、入所者及びその家族等（以下「入所者等」という。）の利便

性向上並びに施設等の業務負担軽減等の観点から、施設等は、書面で行うことが規定され

ている又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものを

いう。）について、事前に入所者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によること

ができることとしたものである。 

⑴ 電磁的方法による交付は、基準省令第7条第2項から第6項までの規定に準じた方法によ

ること。 

⑵ 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより入所者等が同意の意思表示をした

場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和2年6月19日内閣府・法

務省・経済産業省）」を参考にすること。 

⑶ 電磁的方法による締結は、入所者等・施設等の間の契約関係を明確にする観点から、

書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこと。

なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和2年6月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参

考にすること。 

⑷ その他、基準省令第55 条第２項において電磁的方法によることができるとされている

ものは、⑴から⑶までに準じた方法によること。ただし、基準省令又はこの通知の規定

により電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこと。 

⑸ また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び厚生労働省「医療情報

システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

 

〇 経過措置 

施設基準省令附則第 11 条                  ＜令和 3年度：新設＞ 

病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の病床を令和6年3月31日までの間に転換

を行って介護医療院を開設する場合における当該介護医療院の浴室については、第5条

第2項第7号ロ及び第45条第2項第5号ロの規定にかかわらず、新築、増築又は全面的な改

築の工事が終了するまでの間は、一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に

適した設備を設けることとする。 

施設基準解釈通知第 4-4-(7)                    

（７）療養病床等を有する診療所（療養病床又は一般病床を有する診療所。以下同じ。）の

開設者が、当該病院の療養病床等を令和6年3月31日までの間に転換を行って介護医療院

を開設する場合における当該転換に係る第5条第2項第7号ロの規定は、新築、増築又は全

面的な改築の工事が終了するまでの間は、一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者

の入浴に適した設備を設けることとする。 
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第３章 短期入所療養介護とは 

 

介護保険法の定義 

第８条第１０項 

  この法律において「短期入所療養介護」とは、居宅要介護者（その治療の必要

の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老人保健施設

、介護医療院その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、当該施設に

おいて看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに

日常生活上の世話を行うことをいう。 

 

第８条の２第８項 

  この法律において「介護予防短期入所療養介護」とは、居宅要支援者（その治

療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老人

保健施設、介護医療院その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、そ

の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める期間にわたり、当該施設におい

て看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常

生活上の支援を行うことをいう。 

 

１ 人員に関する基準 

本体施設となる介護医療院が、施設として必要な人員基準を満たしていれば足りる。 

 

２ 運営に関する基準 

   原則、介護医療院と同じである。 
 
◆ 内容及び手続の説明及び同意（居宅基準省令第 125条準用） 

  指定短期入所療養介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対

し、運営規程の概要、短期入所療養介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービ

ス選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービスの内

容及び利用期間等について利用申込者の同意を得なければならない。 

※ 「サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意」については、書面に

よって確認することが望ましい。 

◆ 対象者（居宅基準省令第 144条） 

   利用者の心身の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等

の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減を図るために、一時的

に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける

必要がある者 

◆ サービス提供困難時の対応（居宅基準省令第 10条準用） 

  指定短期入所療養介護事業者は、当該指定短期入所療養介護事業所の通常の事業の実施

地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定短期入所療養介護を提供することが困
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難であると認めた場合は、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他

の指定短期入所療養介護事業者等の照会その他の必要な措置を速やかに講じなければなら

ない。 

◆ 指定短期入所療養介護の取扱方針（居宅基準省令第146条第2項、第4項、第5項、第6項） 

 ２ 指定短期入所療養介護は、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、

指定短期入所療養介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならいないよう配意して

行わなければならない。 

※ 「相当期間以上」とは、概ね４日以上連続して利用する場合を指すこととするが、

４日未満の利用者にあっても、利用者を担当する居宅介護支援事業者等と連携をとる

こと等により、利用者の心身の状況を踏まえて必要な療養を提供するものとする。 

４ 指定短期入所療養介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 ５ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 ６ 指定短期入所療養介護事業者は、自らその提供する指定短期入所療養介護の質の評価

を行い、常にその改善を図らなければならない。 

◆ 勤務体制の確保（居宅基準省令第 101条準用） 

  指定短期入所療養介護事業所ごとに、従業者の勤務の体制を定めておかなければならな

い。 

 ※ 月ごとの勤務表を作成するほか、次の点に留意するものとする。 

    従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別等を勤務表上明確にし、人員に関する

基準が満たされていることを明らかにする必要がある。 

◆ 運営規程（居宅基準省令第 153条） 

次に掲げる事業運営についての重要事項に関する規程(運営規程)を定めておかなけれ

ばならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 指定短期入所療養介護の内容及び利用料その他の費用の額 

四 通常の送迎の実施地域 

五 施設利用に当たっての留意事項 

六 非常災害対策 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 ＜令和３年度 新設＞ 

八 その他運営に関する重要事項 

◆ 定員の順守（居宅基準省令第 154条第 4号） 

介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、利用者を当該介護医療院の

入所者とみなした場合において入所定員及び療養室の定員を超える利用者数以上の利用者

に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他の

やむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

◆ 掲示（居宅基準省令第 32条準用） 

 １ 指定短期入所療養介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、短期入所療養介護

従業者の勤務の体制その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を掲示しなければならない。 
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２ 指定短期入所療養介護事業者は、前項に規定する事項を記載した書面を当該指定短期

入所療養介護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えることができる。 ＜令和３年度 新設＞ 

◆ 秘密保持等（居宅基準省令第 33条準用） 

１ 指定短期入所療養介護事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 指定短期入所療養介護事業者は、当該短期入所療養介護事業所の従業者であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがない

よう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定短期入所療養介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人 情報

を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当 該家族の同

意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

◆ 苦情処理（居宅基準省令第 36条準用） 

  提供した指定短期入所療養介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対

応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

◆ 虐待の防止（居宅基準省令第 37条の 2条準用） ＜令和３年度 新設＞ 

指定訪問介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措

置を講じなければならない。 

一 短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会(テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。)を定期的に開催するとともに、

その結果について、短期入所療養介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 短期入所療養介護事業所において、短期入所療養介護従業者に対し、虐待の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

● 短期入所サービスの連続利用 

【指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 ＜9-3短期入所療養介護（介護医療院）ホ 注12＞】 

  利用者が連続して３０日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、

３０日を超える日以降に受けた指定短期入所療養介護については、介護医療院における短

期入所療養介護費は、算定しない。 

【指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 ＜第 13条第 1項第 21号抜粋＞】 

利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所療養介護

を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければなら

ない。 
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○連続利用日数の考え方 

問67 連続して30日を超えてサービス提供を受けている場合、30日を超える日以降に受けたサ

ービスについては介護報酬の請求が認められていないが、この連続利用日数を計算するに

あたり、例えばＡ事業所にて連続15日間（介護予防）短期入所介護費を請求した後、同日

にＢ事業所（Ａ事業所と同一、隣接若しくは近接する敷地内にない事業所）の利用を開始

し、利用開始日を含めて連続15日間（介護予防）短期入所生活介護費を請求した場合、連

続利用日数は何日となるのか。 

（答） 

30日となる。（介護予防）短期入所生活介護の利用日数は、原則として利用を開始した日

及び利用を終了した日の両方を含むも のとされており、連続利用日数の考え方もこれに連

動して介護報酬を請求した日数をもとに算定されるものである。このため、Ａ事業所から

Ｂ事業所に利用する事業所を変更した日については、Ａ事業所・Ｂ事業所とも介護報酬請

求を行うことから、利用変更日は２日と計算される。なお、上記の事例におけるＢ事業所

がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施

設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行われている事業所であった場合は、Ａ

事業所は利用を終了した日の介護報酬請求はできないこととなっていることから、連続利

用日数は29日となる。 

問68 連続して30日を超えてサービス提供を受けている場合、30日を超える日以降に受けたサ

ービスについては介護報酬の請求が認められていないが、例えばＡ事業所にて連続30日間

（介護予防）短期入所生活介護費を請求し 、同日にＢ事業所（Ａ事業所と同一、隣接若し

く は近接する敷地内にない事業所）の利用を開始した場合、Ｂ事業所は利用開始日から介

護報酬を請求することが可能であるか。 

（答） 

Ａ事業所においてすでに 連続して30日間（介護予防）短期入所生活介護費を請求している

ことから、Ｂ事業所は利用開始日においては介護報酬を請求することはできず、当該日の

サービス提供に係る費用は利用者の自己負担によることとなり、利用開始日の翌日からは

介護報酬を請求することができる。 

なお、上記の事例におけるＢ事業所がＡ事業所と同一敷地内にある場合、又は隣接若し

くは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行

われている事業所であった場合は、Ａ事業所は利用を終了した日の介護報酬は請求できな

いこととなっていることから、Ｂ事業所は利用開始日には介護報酬を請求することができ

るが、Ｂ事業所の利用開始日をもって連続して30日間（介護予防）短期入所生活介護費を

算定していることとなることから、利用開始日の翌日は介護報酬を請求することはできず

、当該日のサービス提供に係る費用は利用者の自己負担によることとなり、利用開始日の

翌々日から再び介護報酬を請求することができる。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 
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１ 介護医療院サービス費 

 

 (１) 介護医療院サービス費の対象となるサービスの範囲 

医療保険の診療報酬点数表における入院基本料（入院診療計画、院内感染対策、

褥瘡対策に係る費用分を除く。）、夜間勤務等看護加算及び療養病棟療養環境加算

に相当するもの並びにおむつ代を含むものであること。 

 

(２) 看護職員又は介護職員の数の算定について 

① 看護職員の数は、療養棟において実際に入所者の看護に当たっている看護職員

の数である。 

併設医療機関又は事業所の職務に従事する場合は、当該介護医療院において

勤務する時間が勤務計画表によって管理されていなければならず、介護医療院

の職員の常勤換算方法における勤務延時間に、併設医療機関又は事業所の職務

に従事する時間は含まれないものであること。 

② 介護職員の数は、療養棟において実際に入所者の介護に当たっている介護職員

の数である。 

併設医療機関又は事業所の職務に従事する場合は、当該介護医療院において

勤務する時間が勤務計画表によって管理されていなければならず、介護医療院

の職員の常勤換算方法における勤務延時間に、併設医療機関又は事業所の職務

に従事する時間は含まれないものであること。 

 

● 算定要件を満たさなくなった場合 

※ 適用すべき所定単位数の算定区分については、月の末日においてそれぞれ

の算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなく

なった月の翌々月に変更の届出を行い、届出を行った月から当該届出に係る

短期入所療養介護を算定することになる。ただし、翌月の末日において当該

施設基準を満たしている場合を除く。 

 

● 次のいずれかに該当する場合は、個室であっても、「従来型個室：定員１人」で

はなく、「多床室：定員２人以上」を算定する（ユニット型は対象外）。 

・ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者であって、

従来型個室への入所期間が３０日以内であるもの。 

第４章 介護報酬算定に関する基準 

[算定基準] 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平

成 12 年 10月厚生省告示第 21 号） 

[算定基準留意事項] ‥指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準(短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分)

及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について(平成 12年老企第 40号)  
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・ ６．４㎡以下の従来型個室に入所する者 

 ・ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼ

すおそれがあるとして、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

・ 病院・診療所からの転換時に従来型個室を利用していた利用者 

   

○ 身体拘束廃止未実施減算 

問88 身体拘束廃止未実施減算については、「身体拘束の記録を行っていない事実が生じ

た場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３か月後に改

善計画に基づく改善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改

善が認められた月までの間について減算する」こととされているが、施設から改善計画

が提出されない限り、減算の措置を行うことはできないのか。 

（答） 

改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し

支えない。当該減算は、施設から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降

に当該計画に基づく改善が認められた月まで継続する。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 
 

◆ 介護保健施設サービス費と居住費等について 

・居住費や食費については、入所者等と施設の契約により決められる。 

・居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針 

（H17.9.7厚労告 419） 

① 適正な手続の確保 

  居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る契約の適正な締結を確保するため、

次に掲げる当該契約に係る手続を行うこと。 

・ 利用者等又はその家族に対し、当該契約の内容について文書により事前に説明

を行うこと。 

・ 当該契約の内容について、利用者等から文書により同意を得ること。 

・ 居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料について、その具体的内容、

金額の設定及び変更に関し、運営規程への記載を行うとともに事業所等の見やす

い場所に掲示を行うこと。 

 
② 居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料 
 利用料は、次に掲げる額を基本とする。 

 
 

利用料基本額 
利用料の水準の設定に当たって

勘案すべき事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

居 

 

住 

 

費 

・ユニット型個室 

・ユニット型個室的

多床室 

・従来型個室 

室料＋光熱水費 

に相当する額 

・施設の建設費用（修繕費用、維

持費用等を含み、公的助成の有

無についても勘案する。） 

・近隣地域に所在する類似施設の

家賃及び光熱水費の平均的な

費用 
・多床室 

光熱水費 

  に相当する額 

食  費 
食材料費＋調理に係る費

用に相当する額 
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③ その他 

   利用者等が選定する特別な居室等の提供又は特別な食事の提供に係る利用料は、

前号に掲げる居住、滞在及び食事の提供に係る利用料と明確に区分して受領する

こと。 

 

 

 

 

２ 介護報酬に係る加算及び減算 

 

【安全管理体制未実施減算 -5 単位/日】         ＜令和３年度：新設＞ 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安全管理体制未実施減算とし

て、１日につき５単位を所定単位数から減算する。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

介護医療院基準第40条第1項に規定する基準に適合していること。 

(事故発生の防止及び発生時の対応) 

第40条 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置

を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号の報告の方法等が記載された事故発生の防止のため

の指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。)及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（留意事項） 

【(7)所定単数を算定するための施設基準について】 

（留意事項） 

B ユニット型の場合 

(a)（略） 

(b)療養室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に

近接して一体的に設けること。ただし、１のユニットの入所者の定員は、おおむね

10人以下としなければならないこと。ただし、各ユニットにおいて入所者が相互に

社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないと認め

られる場合には、入居定員が15人までのユニットも認める。 

(c) １の療養室の床面積等は、10.65平方メートル以上とすること。ただし(ａ)ただ

し書の場合にあっては、21.3平方メートル以上とすること。 

  (d)（略） 

介護報酬算定に関する基準については、 

介護医療院の開設に向けたハンドブック（令和４年３月版） 

「第６章 報酬及び算定要件」を参照してください。 
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安全管理体制未実施減算については、介護医療院基準第40 条第１項に規定する基準を満

たさない事実が生じた場合に、その翌月から基準に満たない状況が解消されるに至った月ま

で、入所者全員について、所定単位数から減算することとする。 

 

【栄養管理に係る減算 -14単位/日】           ＜令和３年度：新設＞ 

※令和6年3月31日までの間は適用しない。 

注５ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、１日につ

き14単位を所定単位数から減算する。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

介護医療院基準第4条に定める栄養士又は管理栄養士の員数を置いていること及び介護院基

準第20条の2（介護医療院基準第54条において準用する場合を含む。）に規定する基準のい

ずれにも適合していること。 

（栄養管理） 

第20条の2 介護医療院は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を

営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。 

（留意事項） 

栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、介護医療院基準第４条に定める栄養

士又は管理栄養士の員数若しくは介護医療院基準第20条の２（介護医療院基準第54 条にお

いて準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌々月

から基準を満たさない状況が解決されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数

が減算されることとする（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

【栄養マネジメント強化加算 11単位/日】        ＜令和３年度：新設＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県知事に届け出た介護

医療院において、入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄養マネジ

メント強化加算として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、栄養管理体制未実

施減算を算定している場合は、算定しない。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

イ 管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を50で除して得た数以上配置していること。

ただし、常勤の栄養士を1名以上配置し、当該栄養士が給食管理を行っている場合にあっ

ては、管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を70で除して得た数以上配置している

こと。 

ロ 低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科

医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成した栄養

ケア計画に従い、当該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当該

入所者ごとの栄養状態、心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の調整等を実施すること。 

ハ ロに規定する入所者以外の入所者に対しても、食事の観察の際に変化を把握し、問題

があると認められる場合は、早期に対応していること。 

ニ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当

たって、当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を



- 33 - 
 

活用していること。 

ホ 通所介護費等算定方法第十号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

（留意事項） 

① 栄養マネジメント強化加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準

第65 号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるも

のであること。 

② 大臣基準第65 号の３イに規定する常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出方法は、以

下のとおりとする。なお、当該算出にあたり、調理業務の委託先において配置される栄養

士及び管理栄養士の数は含むことはできないこと。また、給食管理を行う常勤の栄養士が

１名以上配置されている場合は、管理栄養士が、給食管理を行う時間を栄養ケア・マネジ

メントに充てられることを踏まえ、当該常勤の栄養士１名に加えて、管理栄養士を常勤換

算方式で、入所者の数を70 で除して得た数以上配置していることを要件とするが、この場

合における「給食管理」とは、給食の運営を管理として行う、調理管理、材料管理、施設

等管理、業務管理、衛生管理及び労働衛生管理を指すものであり、これらの業務を行って

いる場合が該当すること。なお、この場合においても、特別な配慮を必要とする場合など、

管理栄養士が給食管理を行うことを妨げるものではない。 

イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職員が勤務すべき時間で除

することによって算出するものとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、

やむを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に減少した場合は、１月を超

えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 

ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31 

日をもって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再

開の場合は推定数による。）。この場合、入所者数の平均は、前年度の全入所者の延数

を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均入所者の算定に当たっては、小数

点第２位以下を切り上げるものとする。 

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄

養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示

について」第４に基づき行うこと。ただし、低栄養状態のリスクが中リスク者のうち、経

口による食事の摂取を行っておらず、栄養補給法以外のリスク分類に該当しない場合は、

低リスク者に準じた対応とすること。 

④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対し、管理栄養士等が以下

の対応を行うこと。 

イ 基本サービスとして、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して作成する栄養ケア計画に、低栄養状態の改善等を行うための栄養管

理方法や食事の観察の際に特に確認すべき点等を示すこと。 

ロ 当該栄養ケア計画に基づき、食事の観察を週３回以上行い、当該入所者の栄養状態、食

事摂取量、摂食・嚥下の状況、食欲・食事の満足感、嗜好を踏まえた食事の調整や、姿

勢、食具、食事の介助方法等の食事環境の整備等を実施すること。食事の観察について

は、管理栄養士が行うことを基本とし、必要に応じ、関連する職種と連携して行うこと。

やむを得ない事情により、管理栄養士が実施できない場合は、介護職員等の他の職種の

者が実施することも差し支えないが、観察した結果については、管理栄養士に報告すること。 

なお、経口維持加算を算定している場合は、当該加算算定に係る食事の観察を兼ねて

も支えない。 
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ハ 食事の観察の際に、問題点が見られた場合は、速やかに関連する職種と情報共有を行い、

必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

ニ 当該入所者が退所し、居宅での生活に移行する場合は、入所者又はその家族に対し、管

理栄養士が退所後の食事に関する相談支援を行うこと。また、他の介護保険施設や医療

機関に入所（入院）する場合は、入所中の栄養管理に関する情報（必要栄養量、食事摂

取量、嚥下調整食の必要性（嚥下食コード）、食事上の留意事項等）を入所先（入院先）

に提供すること。 

⑤ 低栄養状態のリスクが低リスクに該当する者については、④ロに掲げる食事の観察の際

に、あわせて食事の状況を把握し、問題点がみられた場合は、速やかに関連する職種と情

報共有し、必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

⑥ 大臣基準第65 号の３ニに規定する厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用

いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報

システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提

示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用

し、利用者の状態に応じた栄養ケア計画の作成（Plan）、当該計画に基づく支援の提供（Do）、

当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）

の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 
 

 

【経口移行加算 28単位/日】              ＜令和３年度：改定＞ 

【退所前連携加算】 

問89 介護保険施設サービスにおける退所前連携加算における「退所後の居宅における居宅サ

ービスの利用上必要な調整」とは、具体的にどのような調整が考えられるのか。 

（答） 

例えば、退所後に福祉用具の利用が必要と見込まれる場合においては、福祉用具専門相談

員や居宅サービスを提供する作業療法士等と以下の連携を行うことが考えられる。 

退所前から福祉用具専門相談員等と利用者の現状 の動作能力や退所後に生じる生活課題

等を共有し、利用者の状態に適した福祉用具の選定を行う。 

退所する利用者が在宅で円滑に福祉用具を利用することができるよう、利用者や家族等に

対して、入所中から福祉用具の利用方法等の指導助言を行う。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

栄養管理体制未実施減算を算定している場合は、算定しない。 

 

○ 経口移行加算について 

問91 経口移行加算の算定に当たっては、管理栄養士の配置は必須なのか。 

（答） 

本加算の算定要件としては管理栄養士の配置は必須ではないが、栄養管理に係る減算に該

当する場合は、算定しない。 

※平成17年10月改定関係Ｑ＆Ａ（平成17年9月7日）問74の修正。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 
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【経口維持加算】                    ＜令和３年度：改定＞ 
⑴経口維持加算Ⅰ 400単位/月 

⑵経口維持加算Ⅱ 100単位/月 

注１ 経口維持加算(Ⅰ)については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療

院において、現に経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥が

認められ入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄

養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をする

ための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を

進めるための経口維持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師又は歯

科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等

が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が栄養管理を

行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養管理体制未実施減算又

は経口移行加算を算定している場合は、算定しない。 

注２ （２）については、協力歯科医療機関を定めている介護医療院が、経口維持加算（Ⅰ）

を算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するため

の食事の観察及び会議等に、医師（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準第４条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴

覚士が加わった場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

問92 原則、６月以内に限るとする算定 要件が廃止されたが、６月を超えた場合の検査やお

おむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示も不要となるか。 

（答） 

原則、６月以内に限るとする算定要件の廃止に伴い、６月を超えた場合の水飲みテスト、

頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等やおおむね１月ごとの医師又は歯科医師の指示に係

る要件は廃止となったものの、月１回以上行うこととされている食事の観察及び会議等に

おいて、検査や誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理を行う必要性につ

いて検討し、必要に応じて対応されたい。 

問93 経口維持加算の算定に当たっては、 管理栄養士や看護師の配置は必須なのか。 

（答） 

本加算の算定要件としては管理栄養士や看護師の配置は必須ではないが、栄養管理に係る

減算に該当する場合は、算定しない。 

※介護老人福祉施設等に関するＱ＆Ａ 平成18年3月31日）問３の修正。 

問94 水飲みテストとはどのようなものか。 

（答） 

経口維持加算は、入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていること

が必要である。代表的な水飲みテスト法である窪田の方法（窪田俊夫他：脳血管障害にお

ける麻痺性嚥下障害スクリーニングテストとその臨床応用について。総合リハ、102 27127

6、1982）をお示しする。 

※平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡVol１）（平成30年3月23日）問72の修正。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 
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【口腔衛生管理加算】                 ＜令和３年度：改定＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護医療院において、入所者に対し、歯

科衛生士が口腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1月につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 口腔衛生管理加算(Ⅰ) 90単位（新設）   

⑵ 口腔衛生管理加算(Ⅱ) 110単位（新設） 

（留意事項） 

① 口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が施設の入所者に対

して口腔衛生の管理を行い、当該入所者に係る口腔清掃等について介護職員へ具体的な

技術的助言及び指導をした場合において、当該入所者ごとに算定するものである。 

② （略） 

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛生の管理を行う歯科衛生士

は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受け

た指示内容のうち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管理を行うにあたり配

慮すべき事項とする。）、当該歯科衛生士が実施した口腔衛生の管理の内容、当該入所

者に係る口腔清掃等について介護職員への具体的な技術的助言及び指導の内容及びその

他必要と思われる事項に係る記録を別紙様式３を参考として作成し、当該施設に提出す

ること。当該施設は、当該記録を保管するとともに、必要に応じてその写しを当該入所

者に対して提供すること。 

④ （略） 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへ

の提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算

に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、

入所者の状態に応じた口腔衛生の管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援の

提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該支援内容の見

直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の

管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

問80 口腔衛生の管理体制に関する管理計画の立案は、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた

歯科衛生士による技術的助言及び指導に基づき行われるが、技術的助言及び指導を行う歯

科医師は 、協力歯科医療機関の歯科医師でなければならないのか。 

（答） 

協力歯科医療機関の歯科医師に関わらず、当該施設の口腔衛生の管理体制を把握している

歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士を想定している。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

問95 口腔衛生管理加算の算定に当たって、作成することとなっている「口腔衛生管理加算の

実施計画」はサービスを提供する利用者毎に作成するのか。 
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（答） 

貴見のとおり。 

問96 口腔衛生管理加算における「歯科衛生士」とは、施設職員に限定されるのか。もしくは

、協力歯科医療機関等の歯科衛生士でもよいのか。 

（答） 

施設と雇用関係にある歯科衛生士（常勤、非常勤を問わない）または協力歯科医療機関等

に属する歯科衛生士のいずれであっても算定可能である。 

ただし、算定にあたっては、協力歯科医療機関等の歯科医師の指示が必要である。 

※平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ Vol１）（平成30年3月23日）問76の修正。 

問97 歯科衛生士による 口腔衛生等の管理 が月２回以上実施されている場合に算定できる

こととされているが、月途中から介護保険施設に入所した者について、入所月は月２回に

満たない場合であっても算定できるのか。満 たない場合であっても算定できるのか。 

（答） 

月途中からの入所であっても、月２回以上口腔衛生等の管理 が実施されていない場合には

算定できない。 

※平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ Vol１）（平成30年3月23日）問78の修正。 

問98 口腔衛生管理加算は、歯科衛生士による口腔衛生等の管理が月２回以上実施されている

場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は２回

分の実施とするのか。 

（答） 

同一日の午前と午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は、1回分の実施となる。 

※平成30年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ Vol１）（平成30年3月23日）問79の修正。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 

【認知症専門ケア加算】                 

（留意事項） 

① （略） 

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」

（平成18 年３月31 日老発第0331010 号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護実践者等

養成事業の円滑な運営について」（平成18 年３月31 日老計第0331007 号厚生労働省計画課

長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指

すものとする。 

③ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療

・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医

療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

④ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施に

ついて」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護

指導者研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

問29 認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や「認知

症介護の指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どのよう
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なものがあるか 。 

（答） 

・現時点では、以下のいずれかの研修である。 

①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修 

②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看護

師教育課程 

③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」 

・ただし、③については認定証が発行されている者に限る。 

問36（※(介護予防)短期入所療養介護） 認知症専門ケア加算における「技術的指導に係る会

議」と 、 特定事業所加算 やサービス提供体制強化加算における「 事業所における従業

者の技術指導を目的とした会議」が同時期に開催される場合であって、当該会議の検討内

容の１つが、認知症ケアの技術的指導についての事項で、当該会議 に登録ヘルパーを含め

た全ての訪問介護員等や全ての従業者が参加した場合、両会議を開催したものと考えてよ

いのか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

問38 認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するためには、当該加算（Ⅰ）の算定要件の一つであ

る認知症介護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者養成研修修了者又は認

知症看護に係る適切な研修修了者を別に配置する必要があるのか。 

（答） 

必要ない。例えば加算の対象者が20 名未満の場合、 

・認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者 

・認知症看護に係る適切な研修を修了した者のいずれかが１名配置されていれば、認知症

専門ケア加算（Ⅱ）を算定することができる。 

（研修修了者の人員配置例は省略） 

（注）認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、又

は認知症看護に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合、「認知症介護に係る

専門的な研修」及び「認知症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ１名

配置したことになる。 

※平成21年4月改定関係ＱＡ（vol.２）（平成21年4月17日問40は削除する。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.4）（令和3年3月29日） 

 

【排せつ支援加算】                               ＜令和３年度：改定＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護医療院において、継続的に入所者ごとの排せつに係る支援を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれ

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 排せつ支援加算(Ⅰ) 10単位  

⑵ 排せつ支援加算(Ⅱ) 15単位  

⑶ 排せつ支援加算(Ⅲ) 20単位  

（留意事項） 

 ① 排せつ支援加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多職種の共同により、入所者が
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排せつに介護を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、当該支援計画に基

づく排せつ支援の実施（Do）、当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該

支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下この(36)において「ＰＤＣＡ」とい

う。）の構築を通じて、継続的に排せつ支援の質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 排せつ支援加算(Ⅰ)は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第71 

号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員（排せつ支援加算(Ⅱ)又は

(Ⅲ)を算定する者を除く。）に対して算定できるものであること。 

③ 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ適切な介護が提供されていることを前提

としつつ、さらに特別な支援を行うことにより、施設入所時と比較して排せつの状態が改

善することを評価したものである。 

したがって、例えば、施設入所時において、入所者が尿意・便意を職員へ訴えることが

できるにもかかわらず、職員が適時に排せつを介助できるとは限らないことを主たる理由

としておむつへの排せつとしていた場合、支援を行って排せつの状態を改善させたとして

も加算の対象とはならない。 

④ 大臣基準第71 号の３イ⑴の評価は、別紙様式６を用いて、排尿・排便の状態及びおむつ

使用の有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれらの３か月後の見込みについ

て実施する。 

⑤ 大臣基準第71 号の３イ⑴の施設入所時の評価は、大臣基準第71 号の３イ⑴から⑶まで

の要件に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降

の新規入所者については、当該者の施設入所時に評価を行うこととし、届出の日の属する

月の前月以前から既に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介護記

録等に基づき、施設入所時における評価を行うこと。 

⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開始前に医

師へ報告することとする。また、医師と連携した看護師が④の評価を行う際、入所者の背

景疾患の状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑦ 大臣基準第71 号の３イ⑴の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行う

こととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム

（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

⑧ 大臣基準第71 号の３イ⑵の「排せつに介護を要する入所者」とは、要介護認定調査の際

に用いられる「認定調査員テキスト2009 改訂版（平成30 年４月改訂）」の方法を用いて

、排尿又は排便の状態が、「一部介助」若しくは「全介助」と評価される者又はおむつを

使用している者をいう。 

⑨ 大臣基準第71 号の３イ⑵の「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見 

込まれる」とは、特別な支援を行わなかった場合には、当該排尿若しくは排便又はおむつ

使用にかかる状態の評価が不変又は低下となることが見込まれるものの、適切な対応を行

った場合には、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善又はおむつ使用ありから使用

なしに改善すること、あるいは、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、
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おむつ使用ありから使用なしに改善することが見込まれることをいう。 

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、対象者が排せつに

介護を要する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいて、別紙様式６の様式を用い

て支援計画を作成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は、④の評価を行った

医師又は看護師、介護支援専門員、及び支援対象の入所者の特性を把握している介護職員

を含むものとし、その他、疾患、使用している薬剤、食生活、生活機能の状態等に応じ薬

剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士等を適宜加える。なお、介護福祉施設サービ

スにおいては、支援計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その

記載をもって支援計画の作成に代えることができるものとするが、下線又は枠で囲う等に

より、他の記載と区別できるようにすること。 

⑪ （略） 

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、入所者及びその家族に

対し、排せつの状態及び今後の見込み、支援の必要性、要因分析並びに支援計画の内容、

当該支援は入所者及びその家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場

合に行うものであること、及び支援開始後であってもいつでも入所者及びその家族の希望

に応じて支援計画を中断又は中止できることを説明し、入所者及びその家族の理解と希望

を確認した上で行うこと。 

⑬ 大臣基準第71 号の３イ⑶における支援計画の見直しは、支援計画に実施上の問題（排せ

つ支援計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）

があれば直ちに実施すること。 

その際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出

情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑭ 排せつ支援加算(Ⅱ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす施設において、施設入

所時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、いずれにも悪化

がない場合又はおむつ使用ありから使用なしに改善した場合に、算定できることとする。 

⑮ 排せつ支援加算(Ⅲ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす施設において、施設入

所時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、いずれにも悪化がなく

、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善した場合に、算定できることとする。 

問101 排せつ状態が自立している入所者又は排せつ状態の改善が期待できない入所者につい

ても算定が可能なのか。 

（答） 

排せつ支援加算は、事業所単位の加算であり、入所者全員について排せつ状態の評価を行

い、ＬＩＦＥを用いて情報の提出を行う等の算定要件を満たしていれば、入所者全員が算

定可能である。 

問102 排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、リハビリパンツや尿失禁パッド等

の使用は、おむつの使用に含まれるのか。 

（答） 

使用目的によっても異なるが、リハビリパンツの中や尿失禁パッドを用いた排せつを前提

としている場合は、おむつに該当する。 

問103 排せつ支援加算(Ⅱ) 又は(Ⅲ) の算定要件について、終日おむつを使用していた入所

者が、夜間のみのおむつ使用となった場合は、排せつ状態の改善と評価して差し支えないか。 
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（答） 

おむつの使用がなくなった場合に、排せつ状態の改善と評価するものであり、おむつの使

用が終日から夜間のみになったとしても、算定要件を満たすものではない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 

【自立支援促進加算  300 単位/月】           ＜令和３年度：新設＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護医療院において、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月につき所定

単位数を加算する。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

イ 医師が入所者ごとに、施設入所時に自立支援に係る医学的評価を行い、その後少なくと

も六月に一回医学的評価の見直しを行うとともに、その医学的評価の結果等の情報を厚生

労働省に提出し、自立支援の促進に当たって、当該情報その他自立支援の適切かつ有効な

促進のために必要な情報を活用していること。 

ロ イの医学的評価の結果、自立支援の促進が必要であるとされた入所者ごとに、医師、看

護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計

画を策定し、支援計画に従ったケアを実施していること。 

ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも三月に一回、入所者ごとに支援計画を見直してい

ること。 

ニ 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。 

（留意事項） 

① 自立支援促進加算は、入所者の尊厳の保持及び自立支援に係るケアの質の向上を図るた

め、多職種共同による、入所者が自立支援の促進を要する要因の分析を踏まえた支援計画

の作成（Plan）、当該支援計画に基づく自立支援の促進（Do）、当該支援内容の評価（C

heck）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下こ

の(37)において「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に入所者の尊厳を保持し

、自立支援に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ、適切な介護が提供されていることを前

提としつつ、介護保険制度の理念に基づき、入所者が尊厳を保持し、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、特に必要な支援を実施していることを評価

するものである。 

このため、医師が、定期的に、全ての入所者に対する医学的評価及びリハビリテーショ

ン、日々の過ごし方等についてのアセスメントを実施するとともに、医師、看護職員、

介護職員、介護支援専門員その他の職種が、医学的評価、アセスメント及び支援実績に

基づき、特に自立支援のための対応が必要とされた者について、生活全般において適切

な介護を実施するための包括的な支援計画を策定し、個々の入所者や家族の希望に沿っ

た、尊厳の保持に資する取組や本人を尊重する個別ケア、寝たきり防止に資する取組、

自立した生活を支える取組、廃用性機能障害に対する機能回復・重度化防止のための自

立支援の取組などの特別な支援を行っている場合に算定できるものである。なお、本加

算は、画一的・集団的な介護又は個別的ではあっても画一的な支援計画による取組を評
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価するものではないこと、また、リハビリテーションや機能訓練の実施を評価するもの

ではないことから、個別のリハビリテーションや機能訓練を実施することのみでは、加

算の対象とはならないこと。 

③ 本加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第71 号の４に掲げ

る要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるものであること。 

④ 大臣基準第71 号の４イの自立支援に係る医学的評価は、医師が必要に応じて関連職種と

連携し、別紙様式７を用いて、当該時点における自立支援に係る評価に加え、特別な支援

を実施することによる入所者の状態の改善可能性等について、実施すること。 

⑤ 大臣基準第71 号の４ロの支援計画は、関係職種が共同し、別紙様式７を用いて、訓練の

提供に係る事項（離床・基本動作、ＡＤＬ動作、日々の過ごし方及び訓練時間等）の全て

の項目について作成すること。作成にあたっては、④の医学的評価及び支援実績等に基づ

き、個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とな

らないよう留意すること。 

⑥ 当該支援計画の各項目は原則として以下のとおり実施すること。その際、入所者及びそ

の家族の希望も確認し、入所者の尊厳が支援に当たり十分保持されるように留意すること。 

ａ 寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために、離床、座位保持又は立ち上がりを計画

的に支援する。 

ｂ 食事は、本人の希望に応じ、居室外で、車椅子ではなく普通の椅子を用いる等、施設

においても、本人の希望を尊重し、自宅等におけるこれまでの暮らしを維持できるよう

にする。食事の時間や嗜好等への対応について、画一的ではなく、個人の習慣や希望を

尊重する。 

ｃ 排せつは、入所者ごとの排せつリズムを考慮しつつ、プライバシーに配慮したトイレ

を使用することとし、特に多床室においては、ポータブルトイレの使用を前提とした支

援計画を策定してはならない。 

ｄ 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、回数やケアの方法についても、

個人の習慣や希望を尊重すること。 

ｅ 生活全般において、入所者本人や家族と相談し、可能な限り自宅での生活と同様の暮

らしを続けられるようにする。 

ｆ リハビリテーション及び機能訓練の実施については、本加算において評価をするもの

ではないが、④の評価に基づき、必要な場合は、入所者本人や家族の希望も確認して施

設サービス計画の見直しを行う。 

⑧ 大臣基準第71 号の４ロにおいて、支援計画に基づいたケアを実施する際には、対象とな

る入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑨ 大臣基準第71 号の４ハにおける支援計画の見直しは、支援計画に実施上に当たっての課

題（入所者の自立に係る状態の変化、支援の実施時における医学的観点からの留意事項に

関する大きな変更、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）に応じ、

必要に応じた見直しを行うこと。 

その際、ＰＤＣＡの推進及びケアの向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報とフィ

ードバック情報を活用すること。 

⑩ 大臣基準第第71 号の４ニの評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行う
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こととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム

（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

問41 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、回数やケアの方法についても、個

人の習慣や希望を尊重することが要件となっているが、仮に入所者の状態から一般浴槽を

使用困難な場合は要件を満たすことになるのか。 

（答） 

本加算については、原則として一般浴槽での入浴を行う必要があるが、感染症等の特段の

考慮すべき事由により、関係職種が共同して支援計画を策定する際、やむを得ず、特別浴

槽での入浴が必要と判断した場合は、その旨を本人又は家族に説明した上で、実施するこ

とが必要である。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和3年3月23日） 

問100 加算の算定を開始しようとする場合、すでに施設に入所している入所者について、提

出が必要な情報は、当該時点の情報に加え、施設入所時の情報も必須なのか 。 

（答） 

既に施設に入所している入所者については、入所時の介護記録等にて評価が可能であれば

、施設入所時の情報を提出していただきたいが、やむを得ず仮に提出ができない場合であ

っても、加算の算定ができなくなるものではない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

問4 本加算の目的にある「入所者の尊厳の保持及び自立支援に係るケアの質の向上を図るこ

と」とはどのような趣旨か。 

（答） 

・ これまで、 

一 寝たきりや不活発等に伴う廃用性機能障害は、適切なケアを行うことにより、回復や

重度化防止が期待できること 

一 中重度の要介護者においても、離床時間や座位保持時間が長い程、ＡＤＬが改善する

こと 

等が示されており（※）さらに、日中の過ごし方を充実したものとすることで、本人の生

きがいを支援し、生活の質を高めていくこと、さらには、機能障害があってもＡＤＬお

よびＩＡＤＬを高め、社会参加につなげていくことが重要である。 

・ 介護保険は、尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ

るよう、必要なサービス提供することを目的とするものであり、本加算は、これらの取組

を強化し行っている施設を評価することとし、多職種で連携し、「尊厳の保持」、「本人

を尊重する個別ケア」、「寝たきり防止」、「自立生活の支援」等の観点から作成した支

援計画に基づき、適切なケアを行うことを評価することとしたものである。 

※ 第185 回社会保障審議会介護給付費分科会資料123 ページ等を参照 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000672514.pdf 

問５ 「個々の入所者や家族の希望に沿った、尊厳の保持に資する取組」とは、どのような取

組か。また、希望の確認にあたっては、どのようなことが求められるか。 

（答） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000672514.pdf
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・ 具体的には、要介護状態となる以前の生活にどれだけ近づけるかという観点から、個々の

入所者や家族の希望を聴取し、支援計画を作成し、計画に基づく取組を行うなど本人を尊

重する個別ケア等により、入所者や家族の願いや希望に沿った、人生の最期までの尊厳の

保持に資する取組を求めるものである。 

・ なお、個々の入所者の希望の確認にあたっては、改善の可能性等を詳細に説明する必要が

あり、例えば、入所者がおむつを使用している状態に慣れて、改善の可能性があるにも関

わらず、おむつの使用継続を希望しているような場合は、本加算で求める入所者や家族の

希望とはいえないことに留意が必要である。 

問６ 支援計画の実施（「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所

サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成12年3月8日老企

第40号）第２の５(37)⑥ａ～ｆ等に基づくものをいう。以下同じ。）にあたっては、原則

として「寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために、離床、座位保持又は立ち上がりを

計画的に支援する」こととされるが、具体的にはどのような取組が求められるのか。また

、離床時間の目安はあるか。 

（答） 

・ 具体的には、廃用性機能障害は、基本的に回復が期待できるものであることを踏まえ、

いわゆる「寝たきり」となることを防止する取組を実施するにあたり、計画的に行う離

床等の支援を一定時間実施することを求めるものである。 

・ したがって、治療のための安静保持が必要であることやターミナルケア等を行っている

ことなど医学的な理由等により、やむを得ずベッド離床や座位保持を行うべきではない

場合を除き、原則として、全ての入所者がベッド離床や座位保持を行っていることが必

要である。 

・ なお、具体的な離床時間については、高齢者における離床時間と日常生活動作は有意に

関連し、離床時間が少ない人ほど日常生活動作の自立度が低い傾向にある（※）とのデ

ータ等もあることを参考に、一定の時間を確保すること－ 本人の生きがいを支援し、生

活の質を高めていく観点から、離床中行う内容を具体的に検討して取り組むことも重要

である。 

※ 第185 回社会保障審議会介護給付費分科会資料123 ページを参照 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000672514.pdf 

問７ 支援計画の実施にあたっては、原則として「食事の時間や嗜好等への対応について、画

一的ではなく、個人の習慣や希望を尊重する」こととされるが、具体的にはどのような取

組が求められるのか。 

（答） 

・ 具体的には、入所者が要介護状態となる以前の生活にどれだけ近づけるかという観点から、 

－ 個人の習慣や希望を踏まえた食事の時間の設定 

－ 慣れ親しんだ食器等の使用 

－ 管理栄養士や調理員等の関係職種との連携による、個人の嗜好や見栄え等に配慮した

食事の提供 

など、入所者毎の習慣や希望に沿った個別対応を行うことを想定している。 

・ また、 

－ 経管栄養といった医学的な理由等により、ベッド離床を行うべきではない場合を除き

、ベッド上で食事をとる入所者がいないようすること 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000672514.pdf
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－ 入所者の体調や食欲等の本人の意向等に応じて、配膳・下膳の時間に配慮することと

いった取組を想定している。 

・ なお、衛生面に十分配慮のうえ、本人の状況を踏まえつつ、調理から喫食まで120分以

内の範囲にできるように配膳することが望ましいが、結果的に喫食出来なかった場合に

、レトルト食品の常備食を提供すること等も考えられること。 

問８ 支援計画の実施にあたっては、原則として「排せつは、入所者ごとの排せつリズムを考

慮しつつ、プライバシーに配慮したトイレを使用すること」とされているが、具体的には

どのような取組が求められるのか。 

（答） 

・ 排せつは、プライバシーへの配慮等の観点から本来はトイレで行うものであり、要介護

状態であっても、適切な介助により、トイレで排せつを行える場合も多いことから、多

床室におけるポータブルトイレの使用は避けることが望ましい。 

・ このため、本加算は、日中の通常のケア（※）において、多床室でポータブルトイレ 

を使用している利用者がいないことを想定している。 

※ 通常のケアではないものとして、特定の入所者について、在宅復帰の際にポータブル

トイレを使用するため、可能な限り多床室以外での訓練を実施した上で、本人や家族

等も同意の上で、やむを得ず、プライバシー等にも十分に配慮して一時的にポータブ

ルトイレを使用した訓練を実施する場合が想定される 

・ なお、「入所者ごとの排せつリズムを考慮」とは、 

－ トイレで排せつするためには、生理的な排便のタイミングや推定される膀胱内の残尿

量の想定に基づき、入所者ごとの排せつリズムを考慮したケアを提供することが必要

であり、全ての入所者について、個々の利用者の排せつケアに関連する情報等を把握

し、支援計画を作成し定期的に見直すことや、 

－ 入所者に対して、例えば、おむつ交換にあたって、排せつリズムや、本人のQOL、本

人が希望する時間等に沿って実施するものであり、こうした入所者の希望等を踏まえ

ず、夜間、定時に一斉に巡回してすべての入所者のおむつ交換を一律に実施するよう

な対応が行われていないことを想定している。 

問９ 支援計画の実施にあたっては、原則として「入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での

入浴とし、回数やケアの方法についても、個人の習慣や希望を尊重すること」とされるが

、具体的にはどのような取組が求められるのか。 

（答） 

・ 尊厳の保持の観点から、すべての入所者が、特別浴槽でなく、個人浴槽等の一般浴槽で

入浴していることが原則である。やむを得ず、特別浴槽（個人浴槽を除く。）を利用し

ている入所者がいる場合についても、一般浴槽を利用する入所者と同様であるが、 

－ 入浴時間を本人の希望を踏まえた時間に設定することや 

－ 本人の希望に応じて、流れ作業のような集団ケアとしないため、例えば、マンツーマ 

ン入浴ケアのように、同一の職員が居室から浴室までの利用者の移動や、脱衣、洗身

、着衣等の一連の行為に携わること 

－ 脱衣所や浴室において、プライバシーの配慮に十分留意すること等の個人の尊厳の保

持をより重視したケアを行うことが必要である。 

・ また、自立支援の観点から、入所者の残存能力及び回復可能性のある能力に着目したケ 

アを行うことが重要である。 

・ なお、重度の要介護者に対して職員１人で個浴介助を行う場合には技術の習得が必要で
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あり、事業所において組織的に研修等を行う取組が重要である。なお、両側四肢麻痺等

の重度の利用者に対する浴室での入浴ケアは２人以上の複数の職員で行うことを想定し

ている。 

問10 支援計画の実施にあたっては、原則として「生活全般において、入所者本人や家族と相

談し、可能な限り自宅での生活と同様の暮らしを続けられるようにする」とされるが、具

体的にはどのような取組を行うことが求められるのか。 

（答） 

・ 個々の入所者や家族の希望等を叶えるといった視点が重要であり、例えば、 

－ 起床後着替えを行い、利用者や職員、家族や来訪者とコミュニケーションをとること 

－ 趣味活動に興じることや、本人の希望に応じた外出をすること 

等、本人の希望等を踏まえた、過ごし方に対する支援を行うことを求めるものである。 

例えば、認知症の利用者においても、進行に応じて、その時点で出来る能力により社会参

加することが本人の暮らしの支援につながると考えられる。 

・ なお、利用者の居室について、本人の愛着ある物（仏壇や家具、家族の写真等）を持ち込

むことにより、本人の安心できる環境づくりを行うとの視点も重要であり、特に、認知症

の利用者には有効な取組であると考えられる。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和3年6月9日） 

 

【科学的介護推進体制加算】               ＜令和３年度：新設＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護医療院が、入所者に対し介護医療院サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 40単位 

⑵ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 60単位 

（厚生労働大臣が定める基準） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状

況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、⑴に規定す

る情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

ロ 科学的介護推進体制加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ イ⑴に加えて、入所者ごとの疾病、服薬の状況等の情報を、厚生労働省に提出している

こと。 

⑵ 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イ⑴に規定

する情報、⑴に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報

を活用していること。 

（留意事項） 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として入所者全員を対象として、入所者ごとに大臣基

準第71 号の５に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定でき
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るものであること。 

② 大臣基準第71 号の５イ⑴及びロ⑴の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

を参照されたい。 

③ 施設は、入所者に提供する施設サービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、

質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重

要であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労

働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ 入所者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するため

の施設サービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、施設サービス計画に基づいて、入所者の自立支援や重

度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、施設

の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、入所者の施設サービス計画を適切に見直し、施設全体として、サ

ービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

問3 サービス利用中に利用者の死亡により、当該サービスの利用が終了した場合について、

加算の要件である情報提出の取扱い如何。 

（答） 

当該利用者の死亡した月における情報を、サービス利用終了時の情報として提出する必要

はあるが、死亡により、把握できない項目があった場合は、把握できた項目のみの提出で

も差し支えない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和3年6月9日） 

 

○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算、

栄養マネジメント強化加算について 

問16 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とさ

れていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

（答） 

・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月

において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとな

り、当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わ

らず、システムトラブル等により提出ができなかった場合等、利用者単位で情報の提出 

ができなかった場合がある。 

・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、

必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であって

も、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 
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 ・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があ

る。 

問17 ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報 

が含まれるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答） 

ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いた 

だくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を

収集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の

提出自体については、利用者の同意は必要ない。 

問18 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定 

に係る同意が取れない場合には算定できないのか。 

（答） 

加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者 

を含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得

られた利用者又は入所者について算定が可能である。 

○Barthel Index の読み替えについて 

問19 科学的介護推進体制加算、ＡＤＬ維持等加算 若しくは 、自立支援促進加算、個別機能

訓練加算 、リハビリテーションマネジメント加算 Ａ ロ若しくは Ｂ ロ、リハビリテー

ションマネジメント計画書情報加算又は理学療法若しくは作業療法及び言語聴覚療法に係

る加算において、 Barthel Index （ＢＩ）のデータ提出に際して、老人保健健康増進 等

事業において一定の読み替え精度について検証されているＩＣＦステージングから読み替

えたものを提出してもよいか。 

（答） 

ＢＩの提出については、通常、ＢＩを評価する場合に相当する読み替え精度が内容の妥当

性を含め客観的に検証された指標について、測定者が、ＢＩに係る研修を受け、ＢＩへの

読み替え規則を理解し、読み替え精度等を踏まえ、必要に応じて、読み替えの際に、正確

なBIを別途評価する等の対応を行い、提出することが必要である。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 
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○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算に

ついて 

問2 サービス利用中に入院等の事由により、一定期間サービス利用がなかった場合について

、加算の要件である情報提出の取扱い如何。 

（答） 

・ これらの加算については、算定要件として、サービスの利用を開始した日の属する月や、

サービスの提供を終了する日の属する月の翌月 10 日までに、ＬＩＦＥへの情報提出を行

っていただくこととしている。 

・ 当該サービスの再開や当該施設への再入所を前提とした、短期間の入院等による30日未満

のサービス利用の中断については、当該中断の後、当該サービスの利用を再開した場合は

、加算の算定要件であるサービス利用終了時やサービス利用開始時の情報提出は必要ない

ものとして差し支えない。 

・ 一方、長期間の入院等により、30日以上、当該サービスの利用がない場合は、加算の算定

要件であるサービス利用終了時の情報提出が必要であるとともに、その後、当該サービス

の利用を再開した場合は、加算の算定要件であるサービス利用開始時の情報提出が必要と

なる。 

※ サービス利用開始時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加算、自立支援促進加

算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算 

※ サービス利用終了時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加算 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和3年6月9日） 

 

○ 科学的介護推進体制加算、個別機能訓練加算(Ⅱ)、リハビリテーションマネジメント加算

(Ａ)ロ及び(Ｂ)ロ、リハビリテーションマネジメント計画書情報加算、理学療法、作療法

及び言語聴覚療法に係る加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理(Ⅱ)、排せつ支

援加算、自立支援促進加算、かかりつけ医連携薬剤調整加算(Ⅱ)、薬剤管理指導の注２の

加算、栄養マネジメント強化加算、栄養アセスメント加算、口腔衛生管理加算(Ⅱ)、口腔

機能向上加算(Ⅱ)について 

問４ ＬＩＦＥに提出すべき情報は「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する

基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16 日老老発

0316 第４号）の各加算の様式例において示されているが、利用者又は入所者の評価等に当

たっては、当該様式例を必ず用いる必要があるのか。 

（答） 

・ 「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理

手順及び様式例の提示について」（令和３年３月16 日老老発0316 第４号）においてお示

しをしているとおり、評価等が算定要件において求められるものについては、それぞれの

加算で求められる項目（様式で定められた項目）についての評価等が必要である。 

・ ただし、同通知はあくまでもＬＩＦＥへの提出項目をお示ししたものであり、利用者又

は入所者の評価等において各加算における様式と同一のものを用いることを求めるもの

ではない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.5）（令和3年4月9日） 
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【長期療養生活移行加算 60 単位/日】          ＜令和３年度：新設＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護医療院が、次に掲げるいずれの

基準にも適合する入所者に対し、介護医療院サービスを行った場合にあっては、入所

した日から起算して90日以内の期間に限り、長期療養生活移行加算として、１日につ

き所定単位数を加算する。 

イ 療養病床に１年以上入院していた者であること。 

ロ 介護医療院への入所に当たって、当該入所者及びその家族等が、日常生活上の世

話を行うことを目的とする施設としての取組について説明を受けていること。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

入所者及びその家族等と地域住民等との交流が可能となるよう、地域の行事や活動等に積

極的に関与していること。 

（留意事項） 

① 長期療養生活移行加算は、療養病床に１年以上入院していた者に対して、介護医療院サ

ービスを提供した場合に算定できるものである。 

② 療養病床から介護医療院に直接入所した者に対して算定できるものであり、療養病床を有す

る医療機関から転換を行って介護医療院を開設した場合は、転換を行った日が起算日となる。 

③ 療養病床との違いを含め、生活施設としての取組について、入所者やその家族等に説明

するとともに、質問、相談等に丁寧に応じること。説明等を行った日時、説明内容等は記

録をしておくこと。 

④ 入所者及び家族等と地域住民等との交流が可能となるよう、介護医療院で合同の行事を

実施する場合には、地域住民等に周知すること。また、地域の行事や活動等に入所者やそ

の家族等及び職員が参加できるように取り組むこと。 

 

【安全対策体制加算 20 単位/日】            ＜令和３年度：新設＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け

出た介護医療院が、入所者に対し、介護医療院サービスを行った場合、安全対策体制加

算として、入所初日に限り所定単位数を加算する。 

（厚生労働大臣が定める基準） 

イ 介護医療院基準第四十条第一項に規定する基準に適合していること。 

ロ 介護医療院基準第四十条第一項第四号に規定する担当者が安全対策に係る外部におけ

る研修を受けていること。 

ハ 当該介護医療院内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備

されていること。 

(事故発生の防止及び発生時の対応) 

第40条 介護医療院は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を

講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号の報告の方法等が記載された事故発生の防止のため

の指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報
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告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること 

三 事故発生の防止のための委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。)及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（留意事項） 

安全対策体制加算は、事故発生の防止のための指針の作成・委員会の開・従業者に対する

研修の実施及びこれらを適切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加えて、当該担

当者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対策を実施する体制を備えている

場合に評価を行うものである。 

安全対策に係る外部の研修については、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、

発生時の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであること。 

また、組織的な安全対策を実施するにあたっては、施設内において安全管理対策部門を設

置し、事故の防止に係る指示や事故が生じた場合の対応について、適切に従業者全員に行き

渡るような体制を整備していることが必要であること。 

問39 安全対策体制加算について、安全対策担当者が安全対策に係る外部における研修を受け

ていることが要件となっているが、どのような研修を想定しているのか。 

（答） 

・ 本加算は、安全対策担当者が、施設における安全対策についての専門知識等を外部におけ

る研修において身につけ、自施設での事故防止検討委員会等で共有を行い、施設における

安全管理体制をより一層高める場合に評価することとしている。 

・ 外部の研修としては、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発生時の対応、施

設のマネジメント等の内容を含むものであり、関係団体（公益社団法人全国老人福祉施設

協議会、公益社団法人全国老人保健施設協会、一般社団法人日本慢性期医療協会等）等が

開催する研修を想定している。 

問40 安全対策体制加算は、算定要件を満たす施設がサービス提供を行う場合に、入所者につ

き入所初日に限り算定できるところ、施設が算定要件を満たすに至った場合に、既に入所

している入所者に対して算定することは可能か。 

（答） 

安全対策体制加算の算定要件を満たしている状態で新たに入所者を受け入れる場合に、入

所時に限り算定するものであるため、算定要件を満たした後に新規で受け入れた入所者に

対してのみ算定可能である。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和3年3月23日） 

 
【サービス提供体制強化加算】            ＜令和３年度：改定＞ 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た

介護医療院が、入所者に対し介護医療院サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区

分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 22単位  

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18単位 
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⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ６単位 

（留意事項） 

2(21) ①・② （略） 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

④・⑥ （略） 

4(18)③ 提供する指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する取組については、サービス

の質の向上や利用者の尊厳の保持を目的として、事業所として継続的に行う取組を指すもの

とする。 

（例） 

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築 

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用 

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、

広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化 

・ ケアに当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポータブルトイレを使用

しない方針を立てて取組を行っていること 

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知するとともに、適時のフォローア

ップや職員間の意見交換等により、当該取組の意義・目的に則ったケアの実現に向けて継続

的に取り組むものでなければならない。 

問126 「10年以上介護福祉士が30％」という最上位区分の要件について、勤続年数はどのよ

うに計算するのか。 

（答） 

・サービス提供体制強化加算における、勤続10年以上の介護福祉士の割合に係る要件につい

ては、介護福祉士の資格を有する者であって、同一法人等での勤続年数が10年以上の者の

割合を要件としたものであり、介護福祉士の資格を取得してから10年以上経過しているこ

とを求めるものではないこと。 

・「同一法人等での勤続年数」の考え方について、同一法人等（※（※）における異なるサ

ービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種（直接処遇を行う職種に限る。）に

おける勤続年数事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事

業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合

の勤続年数は通算することができる。 

（※）同一法人のほか、法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行 

われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合も含まれる。 

・なお、介護職員等特定処遇改善加算において、当該事業所 における経験・技能のある介護

職員の「勤続年数10年の考え方」とは異なることに留意すること。 

※平成21年4月改定関係Ｑ＆Ａ V oi.１））（平成21年3月23日）問５は削除する。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 
【【介護職員処遇改善加算】【介護職員等特定処遇改善加算】【介護職員等ベースアッ
プ等支援加算】 

※ 詳細については、以下を参照すること。 

・介護サービス事業者等集団指導≪共通編≫p.１７～ 

・厚生労働省局長通知「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的
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考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和 3年 3月 16日老発 0316第 4号） 

・「令和３年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.1、Vol.3）」（厚生労働省 HP） 

・「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関するＱ＆Ａの送付について」 

（令和３年６月２９日事務連絡）（厚生労働省 HP） 

・県、市ホームページ 

熊本県ホームページ：ホーム＞組織で探す＞健康福祉部＞高齢者支援課＞「介護職員処遇改善

加算、介護職員等特定処遇改善加算および介護職員等ベースアップ等支

援加算について」（ページ番号： 

熊本市ホームページ：トップページ＞分類から探す＞しごと・産業・事業者向け＞届出・

証明・法令・規制＞介護・福祉＞介護職員等処遇改善加算・介護職

員等特定処遇改善加算について 

 

 

３ 特別診療費 

【感染対策指導管理】                  ＜令和３年度：改定＞ 

（施設基準） 

⑴ （略） 

⑵ 当該介護医療院において、施設内感染対策委員会が月１回程度、定期的に開催されて

いること。 

施設内感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュ

ニケーションが可能な機器をいう。）を活用して行うことができるものとする。この際

、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイ

ドライン」等を遵守すること。 

 

【褥瘡対策指導管理】                    ＜令和３年度：改定＞ 

１ （略） 

２ 褥瘡対策指導管理 

イ 褥瘡対策指導管理(Ⅰ)  6単位  

ロ 褥瘡対策指導管理(Ⅱ) 10単位  

注１ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事業所、

介護医療院又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、常時褥瘡対策を行う場合

に、指定短期入所療養介護、介護医療院サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受

けている利用者又は入所者（日常生活の自立度が低い者に限る。）について、１日につき

所定単位数を算定する。 

２ ロについては、褥瘡対策指導管理(Ⅰ)に係る別に厚生労働大臣が定める基準を満たす介

護医療院において、入所者ごとの褥瘡対策等に係る情報を厚生労働省に提出し、褥瘡対策

の実施に当たって、当該情報その他褥瘡対策の適切かつ有効な実施のために必要な情報を

活用し、かつ、施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、褥瘡

の発生のない場合に、１月につき所定単位数を算定する。 

（留意事項） 
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⑴ 褥瘡対策指導管理(Ⅰ)に係る特別診療費は、「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

」（「「障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準」の活用について」（平成3年1

1月18日厚生省大臣官房老人保健福祉部長通知老健第102―2号）における障害高齢者の日常

生活自立度（寝たきり度）をいう。）ランクＢ以上に該当する利用者又は入所者（以下「利

用者等」という。）について、常時褥瘡対策をとっている場合に、利用者等の褥瘡の有無に

関わらず、算定できるものであること。なお、「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度

）」のランクは、当該褥瘡対策をとっている介護医療院において、利用者等ごとに判断する

ものであること。 

また、褥瘡管理に当たっては、施設ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管理に係

るマニュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましいものであること。 

⑵ 褥瘡対策指導管理(Ⅱ)に係る特別療養費は、褥瘡対策指導管理(Ⅰ)の算定要件を満たす介

護医療院において、サービスの質の向上を図るため、以下の①から④までを満たし、多職種

の共同により、褥瘡対策指導管理(Ⅰ)を算定すべき入所者（以下この⑵において単に「入所

者」という。）が褥瘡対策を要する要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成（Plan）、当

該計画に基づく褥瘡対策の実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）とその結果を踏まえた

実施計画の見直し（Action）といったサイクル（以下「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じ

て、継続的にサービスの質の管理を行った場合に算定するものである。 

① 施設入所時及びその後少なくとも３月に１回、別添様式３を用いて、褥瘡の状態及び褥

瘡の発生と関連のあるリスクについての評価を実施すること。 

施設入所時の評価は、新たに本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降に入所した者

については、当該者の施設入所時における評価を、新たに本加算の算定を開始しようとす

る月において既に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介護記録等

に基づいて、施設入所時における評価を行うこと。 

② 褥瘡対策等に係る情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term care 

Information system For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこと

とする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

（令和３年３月16 日老老発0316 第４号）を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

③ ①の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者ごとに褥瘡対策に関する

診療計画を作成し、少なくとも３月に１回見直していること。褥瘡対策に関する診療計画

は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参考にしながら、入所者ごとに、褥瘡管理に関

する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項や、入所者の状態を考慮した評価を

行う間隔等を検討し、別添様式３を用いて、作成すること。なお、褥瘡対策に関する診療

計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって褥瘡対

策に関する診療計画の作成に代えることができるものとするが、下線又は枠で囲う等によ

り、他の記載と区別できるようにすること。 

また、褥瘡対策に関する診療計画の見直しは、褥瘡対策に関する診療計画に実施上の問

題（褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等
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）があれば直ちに実施すること。その際、ＰＤＣＡの推進及びサービスの向上を図る観点

から、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

なお、褥瘡対策に関する診療計画に基づいた褥瘡対策を実施する際には、対象となる入

所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

④ ①の評価の結果、施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、

施設入所日の属する月の翌月以降に別添様式３を用いて評価を実施するとともに、別添様

式３に示す持続する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発症がないこと。 

ただし、施設入所時に褥瘡があった入所者については、当該褥瘡の治癒後に、褥瘡の再

発がない場合に算定できるものとする。 

（施設基準） 

⑴ 褥瘡対策指導管理に係る特別診療費を算定しようとする介護医療院において、褥瘡対策に

係る専任の医師、看護職員から構成される褥瘡対策チームが設置されていること。 

⑵ 当該介護医療院における「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）」ランクＢ以上に

該当する利用者等につき、別添様式３を参考として褥瘡対策に関する診療計画を作成し、褥

瘡対策を実施すること。なお、診療計画については、見直しが必要であれば、その都度に計

画を修正する必要があること。また、日常生活自立度がＪ１～Ａ２である利用者等について

は、当該計画書の作成を要しないものであること。なお、「指定居宅サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び

指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項

について」別添様式５（褥瘡対策に関するスクリーニング・ケア計画書）を用いて褥瘡対策

に関する診療計画を作成することも差し支えないこと。 

⑶ （略） 

〇 褥瘡マネジメント加算 、褥瘡指導対策管理の算定 

問99 褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理は、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入

所者ごとに、医師、看護師、管理栄養士、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が

共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成していることが要件となっているが、医

師の事由等により参加できない場合は、当該医師の指示を受けた創傷管理関連の研修を修

了した看護師や皮膚・排泄ケア認定看護師が参加することにして差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 

【薬剤指導管理 350 単位/月】             ＜令和３年度：改定＞ 

注１ （略） 

２ 介護医療院において、入所者ごとの服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方

の実施に当たって、当該情報その他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用した場合に、１月につき所定単位数に20単位を加算する。 

３ （略） 

（留意事項） 

⑴～⑷ （略） 
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⑸ 30号告示別表２の７の注２の加算の算定に当たって、厚生労働省への情報の提出について

は、「科学的介護情報システム（ Long-term careInformation system For Evidence）」（

以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等

については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し

、入所者の病状、服薬アドヒアランス等に応じた処方の検討（Plan）、当該検討に基づく処

方（Do）、処方後の状態等を踏まえた総合的な評価（Check）、その評価結果を踏まえた処

方継続又は処方変更（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの

質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

⑹ ～⑽ （略） 

 

【理学療法】                     ＜令和３年度：改定＞ 

イ・ロ（略）、注１～５ （略） 

６ 介護医療院において、入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報

を厚生労働省に提出し、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その他リ

ハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合

は、１月につき１回を限度として所定単位数に33単位を加算する。ただし、作業療

法の注６又は言語聴覚療法の注４の規定により加算する場合はこの限りでない。 

【作業療法 123単位/回】               ＜令和３年度：改定＞ 

注１～５ （略） 

６ 介護医療院において、入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を

厚生労働省に提出し、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その他リハ

ビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合は、

１月につき１回を限度として所定単位数に33単位を加算する。ただし、理学療法の

注６又は言語聴覚療法の注４の規定により加算する場合はこの限りでない。 

【言語聴覚療法 203単位/回】             ＜令和３年度：改定＞ 

注１～３ （略） 

４ 介護医療院において、入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を

厚生労働省に提出し、リハビリテーションの実施に当たって、当該情報その他リハ

ビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合は、

１月につき１回を限度として所定単位数に33単位を加算する。ただし、理学療法又

は作業療法の注６の規定により加算する場合はこの限りでない。 

（留意事項） 

【リハビリテーション】                ＜令和３年度：改定＞ 

⑴～⑸ （略） 

⑹ 理学療法及び作業療法の注６並びに言語聴覚療法の注４に掲げる加算 
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① 厚生労働省への情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term care In

formation system For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うことと

する。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩ

ＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を

参照されたい。 

② サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用

し、利用者の状態に応じたリハビリテーション実施計画の作成（Plan）、当該計画に基づ

くリハビリテーションの実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏

まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により

、サービスの質の管理を行うこと。なお、評価は、リハビリテーション実施計画書に基づ

くリハビリテーションの提供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごと

にを行うものであること。 

③ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

⑺～⑽ （略） 

○ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算並びに理学療法、作業療法及び言語聴覚

療法に係る加算 

問42 リハビリテーションマネジメント計画書情報加算並びに理学療法、作業療法及び言語聴

覚療法に係る加算について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養管理及び口腔管

理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和

３年３月16 日老認発0316 第３号、老老発0316 第２号）別紙様式２－２－１及び２－２－

２（リハビリテーション計画書）にある「計画作成日」、「担当職種」、「健康状態、経

過（原因疾病及び合併疾患・コントロール状態に限る。）」、「日常生活自立度又は認知

症高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作、活動範

囲など）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの短期目標（今後３ヶ月）」、

「リハビリテーションの長期目標」、「リハビリテーションの終了目安」、「社会参加の

状況」、及び「リハビリテーションサービス（目標、担当職種、具体的支援内容、頻度及

び時間に限る。）」の各項目に係る情報を全て提出しフィードバックを受けることができ

る。このフィードバック情報を活用することで、利用者等の状態やケアの実績の変化等を

踏まえたケア計画等の見直し・改善を行った場合は、別紙様式２－１から２－５までに係

るその他の情報を提出していない場合であっても算定可能と考えて差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和3年3月23日） 

○ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)について 

問2 令和３年３月にリハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)を算定する場合に、令和３年

３月末までにＶＩＳＩＴ（通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集に係るシ

ステム）へのデータ提出ができていない場合、データ提出はどのように行えばよいか。 

（答） 

・ 令和３年４月よりＶＩＳＩＴはＬＩＦＥに移行されたところ、令和３年３月末までにＶＩ

ＳＩＴへのデータ提出が出来なかった場合であっても、できる限り早期に（４月10日以降

でも可）ＬＩＦＥにデータ提出を行うことで、令和３年３月における加算の算定は可能であること。 
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・ なお、令和３年４月以降、リハビリテーション計画書の様式が変更されているが、３月に

リハビリテーションマネジメント加算(Ⅳ)を算定する場合は、旧様式において求める項目

のみの提出で差し支えない。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.5）（令和3年4月9日） 

 

○ 算定の基準について  

問１ シーティングとして、医師の指示の下に理学療法士等が、椅子や車椅子等上の適切な姿

勢保持や褥瘡予防のため、患者の体幹機能や座位保持機能を評価した上で体圧分 散やサポ

ートのためのクッションや付属品の選定や調整を行った場合に、介護報酬上におけるリハ

ビリテーションの実施時間に含めることは可能か。  

（答） 

可能。この場合のシーティングとは、椅子や車椅子等上での姿勢保持が困難なため、食事

摂取等の日常生活動作の能力の低下を来した患者に対し、理学療法士等が、車椅子や座 位

保持装置上の適切な姿勢保持や褥瘡予防のため、患者の体幹機能や座位保持機能を評価し

た上で体圧分散やサポートのためのクッションや付属品の選定や調整を行うことをいい、

単なる離床目的で椅子や車椅子等上での座位をとらせる場合は該当しない。またシーティ

ング技術を活用して車椅子ではなく、椅子やテーブル等の環境を整えることで、 「椅子に

座る」ことが望ましい。なお、シーティングの実務については「高齢者の適切な ケアとシ

ーティングに関する手引き」を参考とすること。 ＜参考：「高齢者の適切なケアとシーテ

ィングに関する手引き」（令和２年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業「車椅子にお

ける座位保持等と身体拘束との関係についての調 査研究」高齢者の適切なケアとシーティ

ングに係る検討委員会、令和３年３月）＞  

1.1 高齢者ケアにおけるシーティングとは  

高齢者ケアにおけるシーティングを、「体幹機能や座位保持機能が低下した高齢者が、個

々に望む活動や参加を実現し、自立を促すために、椅子や車椅子等に快適に座るための 支

援であり、その支援を通して、高齢者の尊厳ある自立した生活の保障を目指すもの」と定義します。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.6）（令和3年4月15日） 

 

 

４ 短期入所療養介護費（介護医療院） 

 

●介護医療院における短期入所療養介護費の算定要件 
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● 算定要件を満たさなくなった場合 

※ 適用すべき所定単位数の算定区分については、月の末日においてそれぞれ

の算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなく

なった月の翌々月に変更の届出を行い、届出を行った月から当該届出に係る

短期入所療養介護を算定することになる。ただし、翌月の末日において当該

施設基準を満たしている場合を除く。 

 

◆ 特定介護医療院短期入所療養介護費 

・３時間以上４時間未満      ６７０単位  

・４時間以上６時間未満            ９２８単位  

・６時間以上８時間未満        １，２８９単位  

 

・ 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供するにあたり、

常時看護職員による観察を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の利

用者を想定している。 

 

・ 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護

計画に位置付けられた内容の指定短期入所療養介護を行うための標準的な時間

による。単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当

該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、短期入所療養介護のサービ

スが提供されているとは認められない。したがって、この場合は当初計画に位置

づけられた所要時間に応じた所定単位数が算定される。 

 

・ また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時間には、送迎に要する

時間は含まれない。これに対して、短期入所療養介護計画上、６時間以上８時間

未満の短期入所療養介護を予定していたが、当日の利用者の心身の状況から、５

時間の短期入所療養介護を行った場合には、６時間以上８時間未満の短期入所療

養介護の単位数を算定できる。 

 

 

● 介護医療院における短期入所療養介護費 

 

【緊急短期入所受入加算】               ＜令和３年度：改定＞ 

[算定基準] 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 12年厚生省告示第 19 号）（平成 12 年 10月厚生省告示第 21号） 

[算定基準留意事項] ‥指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基

準(短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分)及び指定施

設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について(平成 12年老企第 40 号)  
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注７             

別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこと

となっていない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算と

して、利用を開始した日から起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾

病等やむを得ない事情がある場合は、14日）を限度として、１日につき90単位を所定単

位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、算定しない。 

（留意事項） 

⑾ 緊急短期入所受入加算について 

①・② （略） 

③ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護

を受けられるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と

密接な連携を行い、相談すること。 

ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長期間に及んだことに

より在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切な方策

が立てられない場合には、その状況を記録した上で14 日を限度に引き続き加算を算定す

ることができること。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的

に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等に

ついて、十分に検討すること。 

④～⑥ （略） 

 

 

 

 

第５章 その他留意事項等 

 

１ 入所等の日数の数え方について 

（１）短期入所、入所又は入院の日数については、原則として、入所等した日及び

退所等した日の両方を含む。  

（２）ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事

業所、特定施設又は介護保険施設（以下「介護保険施設等」という。）の間で、

又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の

兼務や施設の供用等が行われているものの間で、利用者等は一の介護保険施設

等から退所等をしたその日に他の介護保険施設等に入所する場合については、

入所の日は含み、退所の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所療養

介護の利用者がそのまま介護医療院に入所したような場合は、入所に切り替え

た日については、短期入所療養介護費を算定しない。 

（３）なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一敷地

内にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療報酬が適用される

もの又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷地における病院若しく
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は診療所の医療保険適用病床であって当該介護保険施設等との間で相互に職員

お兼務や施設の共用等が行われているものに入院する場合は、介護保険施設等

においては退所等の日は算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床

を退院したその日に介護保険施設等に入所等する場合は、介護保険施設等にお

いては入所等の日は算定されない。 

 

２ 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

介護医療院の退所日又は短期入所療養介護のサービス終了日（退所日）について

は、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビ

リテーション費は算定できない。 

  訪問介護等の福祉系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入所サー

ビスでも、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所日に通所介護サ

ービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

  また、入所当日であっても当該入所前に利用する訪問通所サービスは別に算定で

きる。ただし、入所前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込む

といった居宅サービス計画は適正でない。 

 

３ 「通院等乗降介助」と短期入所サービスの「送迎」の区分 

通所サービス又は短期入所サービスにおいて利用者の居宅と当該事業所との間

の送迎を行う場合、当該利用者の心身の状況により事業所の送迎車を利用すること

ができないなど特別な事情のない限り、短期入所サービスの送迎体制加算を算定す

ることとし、指定訪問介護事業所の「通院等乗降介助」は算定できない。 

 

○ 利用者に対して送迎を行う場合 

問70 Ａ事業所の利用者について、Ａ事業所が送迎に係る業務を委託した事業者により、

当該利用者の居宅とＡ事業所との間の送迎が行われた場合、利用者に対して送迎を行

う場合の加算は算定できるのか。 

（答） 

指定短期入所生活介護等事業者は、指定短期入所生活介護等事業所ごとに、当該指定

短期入所生活介護事業所の従業者によって指定短期入所生活介護等を提供しなければ

ならないこととされている。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務につ

いてはこの限りではないことから、各指定短期入所生活介護等事業所の状況に応じ、

送迎に係る業務について第三者へ委託等を行うことも可能である。なお、問中の事例

について、送迎に係る業務が委託され、受託した事業者により、利用者の居宅と事業

所との間の送迎が行われた場合は、利用者に対して送迎を行う場合の加算を算定する

ことができる 。 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日） 

 


